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タイの大学の日本語教育とキャリア支援につながる

専門日本語教育研究の貢献とは

−カセサート大学の事例を中心に−

ユパカー･フクシマ（タイ・カセサート大学人文学部 助教授）

 
１．はじめに

タイにおける日本語教育は 70 年の歴史注 1を持つが、2012 年から学習者数が急増した。2015 年度海

外日本語教育機関調査注 2によれば、タイの日本語学習者数は 173,817 人注 3で、ついにアメリカを抜い

て世界第 6 位になった。2012 年に比べて中国、インドネシア、韓国、台湾の学習者数が減少した中で、

タイでの日本語学習者は増加を続けている。 
この背景として、2010 年から教育省が中等教育機関を対象に「WORLD-CLASS STANDARD 

SCHOOL」という方針を導入し、外国語教育の重要性が再認識されたことが挙げられる。これにより、

英語以外の第二外国語が理科系を含めた全てのクラスで履修できるようになった。その結果、2009 年

に 78,802 人であった学習者が 2012 年には 129,616 人に増え、64.5％の増加となった。このように国の

教育方針が日本語学習者数の変化に大きく影響を与えているが、同時に日本のサブカルチャーの人気も

寄与している。Yupaka et al.(2013)の調査によれば、「日本文化への興味」が日本語学習動機の一位に

なっており、興味の対象としては漫画･アニメ、音楽、アイドル、料理、映画が順に挙げられる。また、

タイと日本との経済関係も良好で、2017 年 JETRO の調査によると、タイに進出している日系企業は、

6,134 社であり、日本語が運用できる人材は就職しやすい状況である。このように、タイの教育方針、

日本のサブカルチャーの人気、および日タイの経済関係の強さという 3 つの要因の相乗効果によって、

日本語学習者数を押し上げていると考えられる。 

２．企業が期待している人材

日系企業とタイ人日本語学習者を対象に日本語ニーズを調査した原田（2004）の結果によると、企業

側が会話だけではなく、読み書きも十分でき、日本の商習慣やビジネスマナー・付き合い方も理解でき

ることを求めていることが分かった。具体的には、事業戦略などの文書、専門用語も混在する文書を読

めて理解できること、技術的な事項・案件を理解し、専門用語を使いこなせること、E メールや FAX
によるやり取り、日本語によるスケジュール表の作成が求められる。タナサーンセーニー他（2005）の

調査でも、企業側が期待する日本語能力は、企画書が読める、マニュアルが翻訳できるなど専門的な知

識も必要であると、上記と同様の結果が得られた。これは堀井（2013）が提示している「ブリッジ人財」

に当てはまる。「ブリッジ人財」とは母国と対象国（日本）の 2 国間をつなぐ仕事に従事する人材であ

ると定義されている。ASEAN 諸国の展開を進めている企業にとっては日本語に堪能で企業文化に精通

したブリッジ人財が求められる。これを反映するように、日本の法務省の『留学生の日本企業等への就

職状況』では、日本で就職した外国人が年々増え、平成 28 年の報告ではタイ人が第 6 位、在留資格変

更許可は 238 人と 2013 年から徐々に増加している。 
企業側が感じた問題点としては、仕事の進め方や仕事への姿勢・態度が言及された。一例として「分

からないことを分からないと言えない」「ホウレンソウができない」「社会的マナーに欠ける」「すぐや
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② 敬語は形を覚えるだけでは意味がなく、どの場面でだれに対して話しているかを考え、適切な敬

語を使う会話練習が必要である。また、使う機会がなければ獲得できないため、「観光日本語」「ホテル

日本語」「エアライン日本語」「ビジネス通訳」の授業で継続的に練習すべきである。この場合、科目間

の連携が重要になってくる。 
③ 専門用語はすべて大学で対応しきれず、また、企業側も多くの場合、現場で習得できると認識し

ていることから、使用頻度の高いものを抽出し、「ビジネス日本語会話」「日本事情」などで場面にそっ

て取り上げることができよう。企業側が指摘しているように「大切なのは初めて出会った言葉、未知の

事柄に拒否反応を示さずに自分で問題を解決し、そこから学んでいく力を養う」（タナサーンセーニー

他，2005）ことである。 
④ ブリッジ人財を育成するためにもう一つ重要なのは、日本の文化・習慣、企業文化を理解するこ

とである。前野他（2013）の調査でも分かるように日本の企業は日本語能力の他、責任感、誠実さ、積

極性注 5など社会人基礎力が重視されている。この他、日本語の曖昧さへの理解も必要なため（池田,1996）、
授業において学生にはこれらのことを伝えておかなければならない。 

企業あるいは社会の期待に応えることが人材を送り出す大学の重要な役割の一つであると考え、今後

タイ人のためのビジネス日本語教育について検討し、教育モデルを構築していく必要がある。そのため

の教育実践、研究の進展が期待されることから、専門日本語教育研究が大いに貢献できると考えられる。

注
注 1 年にボピットピムック後期中等教育日本語講座が初めて開設された。 
注 2 出典：『海外の日本語教育の現状 2015 年度日本語教育機関調査報告書』(国際交流基金) p.24 
注 3 この中の ％（ 人）が中等教育機関の学習者である。

注 4 実際に入学した学生は日本語既習者も － ％ほど含まれている。

注 5 具体的には「規則やルールを守る」「時間を守る」「勤勉で真面目に仕事をする」「健康である」「会社の一員として

の責任感を持っている」「報告、連絡、相談をまめにする」など。
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１．はじめに（背景および目的）

近年インドでは、日系企業の進出が加速化してい

る。これに伴い就職を目的とした同国での日本語学

習者の数も増加しており（名須川 2010）、今後現地
におけるビジネス日本語の需要は更に期待される。 
しかし実際のビジネス現場では、企業側及び、現

地での日本語コースを修了し、企業に就職した卒業

生からビジネス・コミュニケーションの問題が指摘

されている（ヤルディー2007,近藤他 2009）。 
本発表では、在印日系企業に勤務する日本人ビジ

ネスパーソン（以下、JBP）とインド人ビジネスパ
ーソン（以下、IBP）に焦点を当て、互いの文化理
解の不足から生じるビジネス・コミュニケーション

の問題がどのようなものかを明らかにしたい。管見

の限り、これまでの先行研究は、JBP側の視点によ
る報告が中心である。本発表では、より中立的な立

場から問題を把握し、その背景や要因を理解するた

めに、JBPと IBP双方の視点からその実態を探る。 

 
２．調査方法

調査対象者と調査内容

調査対象者は、インドの首都ニューデリー市と近

郊の新興都市に所在する日系企業に勤務、もしくは

過去に勤務経験のある JBP8名と、IBP6名である。 
調査では、文化的相違を背景に生じた具体的なコミ

ュニケーションの問題とその解決方法、仕事の進め

方の違い、また普段コミュニケーションを取る上で 

 

意識・工夫していることなどを聞き出すため、事前 
にアンケートを送付した。その後、その回答をもと

に、半構造化インタビューを実施した。 
分析方法

分析では、アンケート内容とインタビュー時の録

音の文字化データを使用した。文字化データの対象

者の発話から分析対象となるものを抽出し、コーデ

ィング化したものを、各々のカテゴリーに分類した。 

 
３．結果および考察

分析の結果、JBPとIBPの間には様々なビジネス・
コミュニケーションの問題が存在していることが分

かった。これら浮かび上がってきた問題を、1)文化的
相違に起因するもの（解釈の違い、時間感覚、意思伝

達の3項目）と、2)会社組織に基づいた環境に起因す
るものとに大別した。なお、本発表では、JBPとIBP
の両者からその困難点が度々指摘された「意思伝達」

場面に絞って、その結果を示す。 
意思伝達

意思伝達の仕方の違い

意思伝達の場面では、JBPは自分の考えや感情より
も、相手の確認したいことや理解したいことを伝えよ

うとする「相手基準」をコミュニケーションに求めて

いるのに対し、IBPは自分の言いたいことをストレー
トに伝え、直に理解し合う「自分基準」を優先させて

いることが分かった。このような双方のコミュニケー

ションスタイルの違いが、互いの違和感や不満を感じ

せる要因にもなっていると考えられる。 
※１ 大阪大学大学院言語文化研究科 博士前期課程 

2018.3.2 

 

＜IBPのJBPに対する不満や戸惑い＞ 
・意思や感情を直接なかなか伝えてくれない 
・暗黙のルールが求められる（空気を読む、本音と

建前等） 
＜JBPのIBPに対する不満や戸惑い＞ 
・JBPが確認している内容には返答せず、自分の話し
たいことだけを延々と話す 
・IBPの発言の内容が毎回異なる 
・明言化せずとも、その意図を読み取ってほしい（空

気を読む、意を汲む、一歩先を読む等） 
業務上の指示

調査対象者のJBPは、IBPに指示を出す立場にいる。
また、IBPへの指導や評価もJBPが行っている。 

指示方法

JBPは意思伝達の困難さを日々感じながら、IBPに
合わせた指示（具体的に指示、進捗フォロー、口頭と

メールの両方での指示等）を出す意識や工夫をしてい

るという。しかし、IBPからは「指示の全体像がつか
みにくい」や「その指示が何に繋がるのか不明瞭」と、

必ずしもJBPの指示が明確だとは受け取られていな
いことが分かった。この認識のズレには、IBPが有す
る情報量の少なさが一つの要因として挙げられる。 

指示への対応

JBPは、指示に対するIBPの対応を「一歩先を考え
ていない」と、JBPと同じような対応を求めてしまう
ことがあるという。さらに、JBPの目にはIBPの態度
や姿勢が「指示されたことしか動かない」や「こちら

から聞かなければ報告をしない」と受身的に映ること

がある。この背景には、マネジメントスタイルの違い

や、IBPのモチベーションの低下などが挙げられる。
後者に関して、JBPがIBPの意見や提案を聞き入れて
くれないことから「何を言っても無駄」や「言われた

通りにすればいい」と、諦めの気持ちが出てくるとい

うIBPの意見もあった。 
業務上の指導と評価

IBPは、JBPの指導に不満を抱くことがある。それ
は、他の同僚の面前での叱責行為である。JBPの中に
は、叱責内容を他のIBPにも周知したいという意図が
ある。しかし、このような指導は、IBPにとって周囲
の者から「能力がないとみなされるのではないか」と

恐れを感じさせ、彼らのプライドを傷つけてしまうこ

とがあるという。JBPのIBPに対する指導の考え方に
は、議論を重ねながら丁寧な指導を行っていきたいと

いう考えと、IBPへの「即戦力」としての期待や、い
つか「転職」してしまうという思いから、時間や労力

をかけての指導に目が向かないという考えがある。 
また、評価に関してJBPは、IBPの役職や評価に対
する意識がJBPよりも強いと感じており、彼らの役職
を日本よりも早い段階で上げたり、成果に対して直接

本人の前で褒めるようにする等、IBPのプライドを刺
激しながら、やる気を出させるような工夫をしている。 

 
４．まとめ 
意思伝達の際に生じるビジネス・コミュニケーショ

ンの問題の背景には、「直接的」か「非直接的」か、

また「自分基準」か「相手基準」かなど、コミュニケ

ーションスタイルの違いが一つ挙げられる。また、

JBPのIBPに対す指示の仕方や指導の工夫が、IBPに
誤解を招いてしまう結果ともなり、それが彼らのモチ

ベーションの低下へと繋がっていることも明らかと

なった。今後、現地のビジネス教育における異文化理

解能力の育成に寄与できるような具体的な取り組み

を考えていきたい。 
（kanakokaako@gmail.com） 
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1. 研究の目的と背景 

現代の日本では、「留学生 30万人計画」1）の影響

により、大学等に在籍する外国人留学生数が着実に

増加している。2016年の外国人留学生数は 239,287
人と過去最多を記録しており、当該留学生数では中

国人留学生数が最も多く、同年 98,483 人（構成比
41.2％）と、他国出身の留学生数と比べても圧倒的
な数を占めている 2）。さらに、文化庁（2016）3）

の調査結果においても、全日本語学習者の中で中国

出身者の割合が最多と報告されている。 
また、近年の日本では IT 技術の発達と普及に伴
い、ビジネスや学生生活において E メール（以下、
メール）における種々のやり取りが必要不可欠とな

っている。学生生活では、特に大学学部生よりも大

学院生の方が、レポートの提出から自身の研究相談、

奨学金関係の依頼など、教員とのメールでのやり取

りの目的が多岐に渡る。そのような場合に、留学生

が日本語メールの作成に苦慮しており、メールを教

員に送信した結果、そこで使用した日本語表現に関

して注意を受けたという話も聞かれる。 
日本語教育学の分野では、これまでにもメールに

関する研究が行われてきているものの、それらの多

くは留学生により作成されたメール文章の分析が中

心で、彼らの意識の面に焦点を当てた研究は少ない。 

 そこで本研究では、中国語母語話者の大学院生と

研究生（以下、中国人大学院生・研究生）を対象者

とし、彼らが日本語母語話者の教員宛てに日本語メ

ールを作成する際の意識を、実際に作成されたメー

ル文章、およびインタビューデータの内容から明ら

かにし、その書き方に関する指導や学習支援を行う

ための示唆を得ることを目的とする。 

 

2. 調査概要 

 調査は、1）Eメール文作成調査と、2）インタビュ
ー調査を実施した。1)は2017年4月3日～28日に実施
し、40名の調査協力者（以下、協力者）に3種類の大
学教員宛てメール文（A・B・C）の作成を依頼した。
Aは依頼、Bは相談、Cは課題提出が目的の文章である
（表1）。各文章の分析では、まず、村岡他（2005）4）

の「構成要素注1」の概念を援用し、日本語メールの書

き方に関する教材5冊を参考の上、メールの基本構成
要素を設定した。それらは「①件名」「②宛名（受信

者）」「③あいさつ」「④名乗り」「⑤本文の前置き」

「⑥用件」「⑦結びのあいさつ」「⑧署名」「⑨添付

ファイル」の9点である。その後、作成された日本語
メールにおける各構成要素の有無、件名や添付ファイ

ル名の書き方を分析し、文法的な間違いの多少や敬語

使用の観点から、使用されている日本語表現について

も分析した。 

表1 本調査時における3種類のメールの状況設定 

A 授業受講の予定がある中で、指導教員のA先生に、自身
の研究についての相談日を設けてほしいと依頼する。 

B インフルエンザにかかり授業を1週間休むことになっ
たが、B先生の授業で発表の予定がある。 

C 
指導教員のC先生から、研究概要報告書をメールで提出
するよう指示があり、提出期限の前日に提出する。 

※1大阪大学大学院言語文化研究科博士前期課程 
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2）は2017年5月22日～6月23日に半構造化形式で実
施した。協力者の選択時には、次の4例に基づき、メ
ールの書き方が構成要素の配置や表現選択の点で完

成度が高い事例と、書き方に複数の問題がある事例を

抽出した。その結果、当該の協力者22名に対し、各メ
ールや、メール作成に関する経験等について質問した。 
 
事例1：各構成要素がそろっており、比較的難易度の

高い敬語を使いこなしている。 
事例2：構成要素の内のいずれかが無い。 
事例3：不必要、または不自然な表現が含まれている。 
事例4：「①件名」が文による書き方のみか、文と名

詞句等による書き方の両方を使用している。 

 
3. 結果と考察 

 Eメール文作成調査では、まず、先に示した9点の基
本構成要素の使用傾向を見た。その結果、各構成要素

の使用傾向は「④名乗り」と「⑤本文の前置き」を除

いて一律に高く、メールの構成要素は一定程度意識化

が進んでおり、習得が比較的容易であると考えられた。

「④名乗り」と「⑤本文の前置き」の使用傾向につい

ては、本研究において協力者に作成を依頼したメール

の状況設定等が影響した結果、使用傾向が低くなった

ことが考えられた。次に、件名の書き方に着目したと

ころ、「文による書き方」と「名詞句等による書き方」

の2種類が用いられていた。それらの書き方のどちら
を用いることが望ましいかについては、その都度、送

信するメールの目的に合わせて、適切な書き方を自身

で判断する必要があるが、本研究においては、そのよ

うな判断ができているとは言い難い例も見られた。添

付ファイル名に関しては「研究概要報告書＋氏名」と

いう書き方が18名と最多であったが、それ以外の書き
方をした事例も22名分見られた。 
インタビュー調査からは、22名の協力者は全員、丁
寧さを意識しており、丁寧にメールを書こうとした際、

「敬語の使用」、「母文化を反映したメールの書き方

が適切か否かの判断」、「件名の書き方」について種々

の困難を感じることが明らかとなった。特に「母文化

を反映したメールの書き方が適切か否かの判断」につ

いては、メール文Aに自身の予定を書くべきか判断に

迷ったという協力者から、「中国では教員に対して先

に自身の予定を述べると失礼になる」という発言デー

タが得られた。しかし、日本では教員に対して自身の

予定を述べること自体が直接的に失礼な行為にはな

らず、その伝え方が適切でない場合に失礼な印象を与

える結果になるものと思われる。また、母語でのメー

ル作成経験自体が少ない、あるいは無いという協力者

が多いことも分かり、そのようなメール作成経験の多

少などの背景も困難を感じる要因であると思われた。 

 

4. おわりに 

以上から、メールの書き方は大学院入学前後の比較

的早い段階での学習が望まれ、メール作成時に判断に

迷う事項については、学習者の母文化での状況把握や

表現選択と、日本語のそれらとの差異から学ぶことが

効果的であると考えられる。また、学習項目には、目

上の人に自身の都合を述べる際に使用可能な「配慮表

現注2」（山岡他2010, p.143）5）や、学生が書く可能性

の高い教員宛てメールの典型的な件名や文章例を活

用する必要があると言える。 
（mina_8_21@yahoo.co.jp） 

 

注 

注1 形式段落内で認定される内容のまとまり（村岡他
2005）。 
注2 「対人コミュニケーションにおいて，相手との対人関 
係をなるべく良好に保つことに配慮して用いられる言語

表現」（山岡他2010, p.143）。  
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1. 研究の目的と背景 

現代の日本では、「留学生 30万人計画」1）の影響

により、大学等に在籍する外国人留学生数が着実に

増加している。2016年の外国人留学生数は 239,287
人と過去最多を記録しており、当該留学生数では中

国人留学生数が最も多く、同年 98,483 人（構成比
41.2％）と、他国出身の留学生数と比べても圧倒的
な数を占めている 2）。さらに、文化庁（2016）3）

の調査結果においても、全日本語学習者の中で中国

出身者の割合が最多と報告されている。 
また、近年の日本では IT 技術の発達と普及に伴
い、ビジネスや学生生活において E メール（以下、
メール）における種々のやり取りが必要不可欠とな

っている。学生生活では、特に大学学部生よりも大

学院生の方が、レポートの提出から自身の研究相談、

奨学金関係の依頼など、教員とのメールでのやり取

りの目的が多岐に渡る。そのような場合に、留学生

が日本語メールの作成に苦慮しており、メールを教

員に送信した結果、そこで使用した日本語表現に関

して注意を受けたという話も聞かれる。 
日本語教育学の分野では、これまでにもメールに

関する研究が行われてきているものの、それらの多

くは留学生により作成されたメール文章の分析が中

心で、彼らの意識の面に焦点を当てた研究は少ない。 

 そこで本研究では、中国語母語話者の大学院生と

研究生（以下、中国人大学院生・研究生）を対象者

とし、彼らが日本語母語話者の教員宛てに日本語メ

ールを作成する際の意識を、実際に作成されたメー

ル文章、およびインタビューデータの内容から明ら

かにし、その書き方に関する指導や学習支援を行う

ための示唆を得ることを目的とする。 

 

2. 調査概要 

 調査は、1）Eメール文作成調査と、2）インタビュ
ー調査を実施した。1)は2017年4月3日～28日に実施
し、40名の調査協力者（以下、協力者）に3種類の大
学教員宛てメール文（A・B・C）の作成を依頼した。
Aは依頼、Bは相談、Cは課題提出が目的の文章である
（表1）。各文章の分析では、まず、村岡他（2005）4）

の「構成要素注1」の概念を援用し、日本語メールの書

き方に関する教材5冊を参考の上、メールの基本構成
要素を設定した。それらは「①件名」「②宛名（受信

者）」「③あいさつ」「④名乗り」「⑤本文の前置き」

「⑥用件」「⑦結びのあいさつ」「⑧署名」「⑨添付

ファイル」の9点である。その後、作成された日本語
メールにおける各構成要素の有無、件名や添付ファイ

ル名の書き方を分析し、文法的な間違いの多少や敬語

使用の観点から、使用されている日本語表現について

も分析した。 

表1 本調査時における3種類のメールの状況設定 

A 授業受講の予定がある中で、指導教員のA先生に、自身
の研究についての相談日を設けてほしいと依頼する。 

B インフルエンザにかかり授業を1週間休むことになっ
たが、B先生の授業で発表の予定がある。 

C 
指導教員のC先生から、研究概要報告書をメールで提出
するよう指示があり、提出期限の前日に提出する。 

※1大阪大学大学院言語文化研究科博士前期課程 
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2）は2017年5月22日～6月23日に半構造化形式で実
施した。協力者の選択時には、次の4例に基づき、メ
ールの書き方が構成要素の配置や表現選択の点で完

成度が高い事例と、書き方に複数の問題がある事例を

抽出した。その結果、当該の協力者22名に対し、各メ
ールや、メール作成に関する経験等について質問した。 
 
事例1：各構成要素がそろっており、比較的難易度の

高い敬語を使いこなしている。 
事例2：構成要素の内のいずれかが無い。 
事例3：不必要、または不自然な表現が含まれている。 
事例4：「①件名」が文による書き方のみか、文と名

詞句等による書き方の両方を使用している。 

 
3. 結果と考察 

 Eメール文作成調査では、まず、先に示した9点の基
本構成要素の使用傾向を見た。その結果、各構成要素

の使用傾向は「④名乗り」と「⑤本文の前置き」を除

いて一律に高く、メールの構成要素は一定程度意識化

が進んでおり、習得が比較的容易であると考えられた。

「④名乗り」と「⑤本文の前置き」の使用傾向につい

ては、本研究において協力者に作成を依頼したメール

の状況設定等が影響した結果、使用傾向が低くなった

ことが考えられた。次に、件名の書き方に着目したと

ころ、「文による書き方」と「名詞句等による書き方」

の2種類が用いられていた。それらの書き方のどちら
を用いることが望ましいかについては、その都度、送

信するメールの目的に合わせて、適切な書き方を自身

で判断する必要があるが、本研究においては、そのよ

うな判断ができているとは言い難い例も見られた。添

付ファイル名に関しては「研究概要報告書＋氏名」と

いう書き方が18名と最多であったが、それ以外の書き
方をした事例も22名分見られた。 
インタビュー調査からは、22名の協力者は全員、丁
寧さを意識しており、丁寧にメールを書こうとした際、

「敬語の使用」、「母文化を反映したメールの書き方

が適切か否かの判断」、「件名の書き方」について種々

の困難を感じることが明らかとなった。特に「母文化

を反映したメールの書き方が適切か否かの判断」につ

いては、メール文Aに自身の予定を書くべきか判断に

迷ったという協力者から、「中国では教員に対して先

に自身の予定を述べると失礼になる」という発言デー

タが得られた。しかし、日本では教員に対して自身の

予定を述べること自体が直接的に失礼な行為にはな

らず、その伝え方が適切でない場合に失礼な印象を与

える結果になるものと思われる。また、母語でのメー

ル作成経験自体が少ない、あるいは無いという協力者

が多いことも分かり、そのようなメール作成経験の多

少などの背景も困難を感じる要因であると思われた。 

 

4. おわりに 

以上から、メールの書き方は大学院入学前後の比較

的早い段階での学習が望まれ、メール作成時に判断に

迷う事項については、学習者の母文化での状況把握や

表現選択と、日本語のそれらとの差異から学ぶことが

効果的であると考えられる。また、学習項目には、目

上の人に自身の都合を述べる際に使用可能な「配慮表

現注2」（山岡他2010, p.143）5）や、学生が書く可能性

の高い教員宛てメールの典型的な件名や文章例を活

用する必要があると言える。 
（mina_8_21@yahoo.co.jp） 

 

注 

注1 形式段落内で認定される内容のまとまり（村岡他
2005）。 
注2 「対人コミュニケーションにおいて，相手との対人関 
係をなるべく良好に保つことに配慮して用いられる言語

表現」（山岡他2010, p.143）。  
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造語的特徴に注目した 

学部留学生のための「生物」語彙分析 
－日本学術会議の選定した高等学校生物重要用語を基に－ 

Analysis of Biological Vocabulary for Undergraduate International Students Focusing on Structure of Words: 
Based on the Biological Key Words in High School Study Picked by Science Council of Japan  

 

加藤 林太郎※１ 
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キーワード：生物語彙、日本語教育、学部留学生、自習教材 

Keywords: Biological Vocabulary, Japanese Language Education, Undergraduate International 
Students, Materials for Self-directed learning 

 
１．はじめに（背景および目的） 

日本学術会議(2017)は、生物科学用語の量の増加

に伴う用語の重点化、構造化の必要性の高まりを受

け、高等学校で学習すべき最重要語(254 語)、重要

語(258 語)を選定した。これにより、学部で生物系

科目を学ぶ留学生にとっても、入学前、あるいは入

学後ただちに学習すべき重要度の高い語彙が選定さ

れたと考えられる。 
加えて、日本学生支援機構(2012-2016)の調査では、

理学、保健分野の学部で留学生数に高い増加率が見

られることから、今後学部で生物系科目を学ぶ留学

生は一層増加していくことが予想され、生物関連の

日本語語彙教育の必要性が高まっている。しかし、

これまで工業系の留学生が多かったこともあり、物

理、化学分野では語彙の分析、選定が進んでいるも

のの（小宮 2005a,b など）、生物分野に焦点を当て

た研究というのは行われておらず、教育への応用に

ついての言及も少ない。 
また、理科全般を扱った教材の中で生物用語が取

り上げられることはあるが、それらは JSL学習者向

けの教材であったり(日本語・強化学習支援ネット 

2015など)、専門用語辞典であったり(日本学生支援

機構日本語教育センター 2011)と、学部留学生が入

学の前後で短期間かつ効率的に学習するためのもの

としては最適とは言えない。 

そこで本研究では、今回選定された生物重要語を

基に、その特徴について分析することで、学部留学

生が学部で専門的な学習をする準備段階において、

効率的に学習を進めるための語彙の取り扱い方につ

いて検討する。 

 

２．分析 

２．１ 難易度分析 

まず、「日本語教育語彙表」を用い、これらの語彙

の難易度を調査したところ(表 1)、全体の 79.5%に当

たる 406 語が「級外」と判定され、生物用語のほと

んどが日本語教育の枠組みの中では扱われていない

ことが分かった。これらの語彙については難易度に

基づいた提示はほぼ不可能であり、通常の日本語教

育と並行して生物系語彙が修得される可能性は低い

といえる。したがって、留学生にとっては学部入学

の前後で生物分野の重要語を学習する機会を持つこ

とが不可欠である。しかし、そのためのまとまった

時間を確保することは難しいことから、自習にも使

表 1 日本語教育語彙表による難易度判定 

レベル 
語彙数 

％ 
前半 後半 計 

初級 1 2 3 0.59 % 

中級 10 40 50 9.77 % 

上級 46 7 53 10.35 % 

級外 406 79.30 % 
※1国際医療福祉大学総合教育センター助教 
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える、効率的にデザインされた教材が必要となる。 
２．２ 造語的特徴に注目した分析 

そこで、これらの語彙を効率的に処理する方法と

して、語彙の造語的特徴に注目した分析を行った。

まず「教科書コーパス語彙表」を参照し、選定され

た語を短単位(519 語)に分解した。すると、漢字一
字の語のうち、2回以上語末に現れたもの（体、系、
など）が 21語見られた(表 2)。選定された語の中で
この 21 語を語末に持つもの（葉緑体、循環系、な
ど）は 16.8％(86語)に当たる。また、漢字二字の語
については、語末に 2回以上表れるもの（細胞、植
物、など）が 34語あり(表 3)、選定された語のうち
これらを語末に持つもの（原核細胞、長日植物、な

ど）が 19.7%(101語)を占めていた。 
これらの語は、留学生が生物系の語彙を理解・学

習する際に手掛かりとして機能する、汎用性の高い、

優先的に学習すべき語といえるだろう。 

 
３．おわりに 

今後、これらの語の効率的な学習のためには、ど

のような教材デザインが効果的なのかを探求してい

くことが課題である。そのためにはまず、今回の手

法を用いて分析の対象を広げ、より精緻に、汎用性

の高い有用な語を特定する必要がある。今回は選定

された 512語を基に分析を行ったが、日本学術会議

(2017)もこれ以外の語を高校で教えることを禁止し

てはおらず、対象外となった語が学部での専門的な

語彙学習に繋がる可能性があるためである。その上

で、語の出現位置、機能、汎用度、共起関係などの

要素について検討し、教材として何をどのように提

示するべきかを考察することで、留学生の効率的な

生物語彙学習と、それによる学部での専門的な学習

の下地作りに繋げたい。 

（rintaro.kato@iuhw.ac.jp） 
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表 2 語末に 2回以上現れる一字漢字 

回数 語数  

20 1 体 

10 1 系 

6 2 性、管 

5 2 者、酸 

4 1 類 

3 2 物、代 

2 12 筋、膜、胚、量、相、層、腺、質 

子、型、器、化 

表 3 語末に 2回以上現れる二字漢語 

回数 語数  

13 1 細胞 

7 1 植物 

6 1 生物 

5 1 動物 

4 2 循環、構造 

3 6 分裂、形成、胚葉、電位、組織、進化 

2 22 神経、生殖、輸送、免疫、結合、器官 

変異、分布、分化、皮質、反応、発酵 

配列、同化、作用、酵素、血球、屈折 

曲線、競争、隔離、回路 
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１．はじめに（背景および目的） 
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た研究というのは行われておらず、教育への応用に
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効率的に学習を進めるための語彙の取り扱い方につ

いて検討する。 

 

２．分析 
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たる 406 語が「級外」と判定され、生物用語のほと

んどが日本語教育の枠組みの中では扱われていない

ことが分かった。これらの語彙については難易度に

基づいた提示はほぼ不可能であり、通常の日本語教

育と並行して生物系語彙が修得される可能性は低い

といえる。したがって、留学生にとっては学部入学

の前後で生物分野の重要語を学習する機会を持つこ

とが不可欠である。しかし、そのためのまとまった

時間を確保することは難しいことから、自習にも使

表 1 日本語教育語彙表による難易度判定 
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％ 
前半 後半 計 

初級 1 2 3 0.59 % 

中級 10 40 50 9.77 % 

上級 46 7 53 10.35 % 

級外 406 79.30 % 
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まず「教科書コーパス語彙表」を参照し、選定され

た語を短単位(519 語)に分解した。すると、漢字一
字の語のうち、2回以上語末に現れたもの（体、系、
など）が 21語見られた(表 2)。選定された語の中で
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習する際に手掛かりとして機能する、汎用性の高い、

優先的に学習すべき語といえるだろう。 

 
３．おわりに 

今後、これらの語の効率的な学習のためには、ど

のような教材デザインが効果的なのかを探求してい

くことが課題である。そのためにはまず、今回の手

法を用いて分析の対象を広げ、より精緻に、汎用性

の高い有用な語を特定する必要がある。今回は選定

された 512語を基に分析を行ったが、日本学術会議

(2017)もこれ以外の語を高校で教えることを禁止し

てはおらず、対象外となった語が学部での専門的な

語彙学習に繋がる可能性があるためである。その上

で、語の出現位置、機能、汎用度、共起関係などの

要素について検討し、教材として何をどのように提

示するべきかを考察することで、留学生の効率的な

生物語彙学習と、それによる学部での専門的な学習

の下地作りに繋げたい。 
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口頭発表準備段階における聴衆への配慮の具現化 
－日本語初級後半クラスの学習者事例の分析から－ 

Embodiment of Consideration to the Audience in the Process of Making Oral Presentations 
From the Case Study of Lower Intermediate Japanese Class 

 

福良 直子※１ 
FUKURA, Naoko 

  
キーワード：口頭発表、聴衆への配慮、日本語初級後半、研究留学生 

Keywords: oral presentations, consideration to the audience, lower intermediate proficiency in Japanese, 
graduate-level foreign research students  

 

１．はじめに（背景および目的） 

口頭発表における聴衆への配慮の重要性は、先行

研究で数多くの指摘がある。茂住（2007）は学部留

学生に対する口頭発表授業の実践から、指導が必要

なアカデミックスキルとして、データの取り扱い方、

論理的な思考力、構成力に加え、聞き手への配慮を

挙げている。仁科（2017）は、研究発表の経験が乏

しい留学生と経験豊富な博士後期課程の学生のスラ

イドを比較し、聴衆の認知負担を軽減するための配

慮をしたスライド作成の必要性を示した。 

一方で、日本語初級レベルの学習者による口頭発

表は主な研究対象とされておらず、聴衆への配慮の

実態は明らかにされていない点が多い。 

本研究は、日本語初級後半レベルの研究留学生に

よるアカデミックプレゼンテーション（以下 AP）の

資料作成過程ならびにフォローアップインタビュー

（以下、インタビュー）の分析から、聴衆への配慮

の具現化の実態を示すことを目的とする。 

 

２．方法 

調査対象は、関西の某総合大学における大学院進

学を目的とした日本語予備教育コースの初級後半ク

ラスである。協力者は当該クラス在籍の研究留学生

のうち３名で、専門分野は工学系（協力者 A,C）と

化学系（協力者 B）である。分析対象である発表資

料と会話データは、15週間のコース終了時に実施す

る APの準備授業で収集した。学習に対する意識の把 

握のため、学期中１回約１時間、計３回の半構造化 

※1 大阪大学国際教育交流センター非常勤講師 

インタビューを行った。データ使用は研究目的に限

る旨、協力者から許諾を得た。 

 
３．結果および考察 

 3.1と3.2では協力者Aの事例分析から聴衆への具体

的な配慮の様相を示す。3.3では協力者BとCの事例か

ら配慮の具現化が困難な場合およびAPの実践を通じ

た協力者自身の学びについて考察する。 

3.1 聴衆の理解を促すための情報選択 

対象としたAPは、専門分野が多様な聴衆に向けたも

ので、聴衆の理解度や関心に配慮しつつ、専門的内容

に関する情報が取捨選択されていることがわかった。 

具体的には、初稿のスライドでは「銀ナノ粒子の形

態」の写真が２種類使用されていたが、最終稿では１

種類になった。この変更に関して協力者Aは、２種類

の写真の相違点は専門外の聴衆にはわかりにくいた

めとの理由を述べていた。つまり、この分野の専門知

識を持たない聴衆への配慮から重要度が低い情報で

あると判断し、かつ１種類の写真でも説明が可能であ

ったため、厳選したものと考えられる。 

また、図１の「XXインク」の応用例の初稿スライ

ドでは３例が挙げられていたが、自らの専門知識に

より類似した機能の例は不必要であると判断され、

最終稿では２例になった。インタビューでは、応用

例の写真は聴衆の関心が高いと認識されていたもの

の、自身の専門分野においては重要度が低いため情

報量を少なくしたとの考えが示された。 
つまり、聴衆の関心度を認識しつつ、専門内容の

情報の重要度を優先して推敲が行われたと言える。 
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用例のスライド以降の内容は聴衆にとって「おもし

ろくない」ものであると述べ、図１のスライドのこ

の一文で、聴衆の興味や関心を引くことができ、理
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教師の指摘により削除され、続く「製法のスライド
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を複数回助言していたのに対し、協力者 Bは必要が

ないと述べ、成果物にはなかなか反映されなかった。 
最終稿では、初稿での問題点は一部改善されたが

電子軌道に関する教師と学習者の知識の差から聴衆

への理解に対する意識に齟齬があり、専門的内容を

どこまで説明するかという点に関して議論が収斂し

なかったものと考えられる。 

また、協力者 Cは専門的内容の説明不足から、聴

衆の理解が得にくかったとの内省を語っており、内

容をより焦点化して説明する必要性が認識されてい

た。インタビューでは、APの実践により聴衆の反応

を受け、発表のテーマである建築学における XXモデ

ルのデザインプロセスを「ビルディングのスケジュ

ールと pricing といろいろなエンジニアをコーディ
ネート」することであると一文で簡潔に説明できて

いた。このような発表資料作成時には見られなかっ

た内容を総括した簡潔な説明は、聴衆の理解を助け

るものであり APの実践を通じた学びがうかがえた。 
 

４．おわりに 

以上のことから、APでは論文で求められる程度の

厳密で専門的な表現が十分には使用できない初級後

半段階の学習者であっても、専門の知識や経験を反

映させた視覚資料の活用ならびに教師による適切な

指摘により、聴衆への配慮の具現化は可能であると

考えられる。特に、専門的内容として自明である前

提について聴衆が持つと想定される知識範囲にまで

意識を及ばせ、情報を取捨選択し、適切な説明方法

を探求することは、高度で学術的な試みである。 

本発表での事例は、言語能力の高低判断のみによ

る学習活動の限界を克服した教育展開として、少な

からぬ可能性を持つものと言える。 
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口頭発表準備段階における聴衆への配慮の具現化 
－日本語初級後半クラスの学習者事例の分析から－ 

Embodiment of Consideration to the Audience in the Process of Making Oral Presentations 
From the Case Study of Lower Intermediate Japanese Class 

 

福良 直子※１ 
FUKURA, Naoko 

  
キーワード：口頭発表、聴衆への配慮、日本語初級後半、研究留学生 

Keywords: oral presentations, consideration to the audience, lower intermediate proficiency in Japanese, 
graduate-level foreign research students  

 

１．はじめに（背景および目的） 

口頭発表における聴衆への配慮の重要性は、先行

研究で数多くの指摘がある。茂住（2007）は学部留

学生に対する口頭発表授業の実践から、指導が必要

なアカデミックスキルとして、データの取り扱い方、

論理的な思考力、構成力に加え、聞き手への配慮を

挙げている。仁科（2017）は、研究発表の経験が乏

しい留学生と経験豊富な博士後期課程の学生のスラ

イドを比較し、聴衆の認知負担を軽減するための配

慮をしたスライド作成の必要性を示した。 

一方で、日本語初級レベルの学習者による口頭発

表は主な研究対象とされておらず、聴衆への配慮の

実態は明らかにされていない点が多い。 

本研究は、日本語初級後半レベルの研究留学生に

よるアカデミックプレゼンテーション（以下 AP）の

資料作成過程ならびにフォローアップインタビュー

（以下、インタビュー）の分析から、聴衆への配慮

の具現化の実態を示すことを目的とする。 

 

２．方法 

調査対象は、関西の某総合大学における大学院進

学を目的とした日本語予備教育コースの初級後半ク

ラスである。協力者は当該クラス在籍の研究留学生

のうち３名で、専門分野は工学系（協力者 A,C）と

化学系（協力者 B）である。分析対象である発表資

料と会話データは、15週間のコース終了時に実施す

る APの準備授業で収集した。学習に対する意識の把 

握のため、学期中１回約１時間、計３回の半構造化 

※1 大阪大学国際教育交流センター非常勤講師 

インタビューを行った。データ使用は研究目的に限

る旨、協力者から許諾を得た。 

 
３．結果および考察 

 3.1と3.2では協力者Aの事例分析から聴衆への具体

的な配慮の様相を示す。3.3では協力者BとCの事例か

ら配慮の具現化が困難な場合およびAPの実践を通じ

た協力者自身の学びについて考察する。 

3.1 聴衆の理解を促すための情報選択 

対象としたAPは、専門分野が多様な聴衆に向けたも

ので、聴衆の理解度や関心に配慮しつつ、専門的内容

に関する情報が取捨選択されていることがわかった。 

具体的には、初稿のスライドでは「銀ナノ粒子の形

態」の写真が２種類使用されていたが、最終稿では１

種類になった。この変更に関して協力者Aは、２種類

の写真の相違点は専門外の聴衆にはわかりにくいた

めとの理由を述べていた。つまり、この分野の専門知

識を持たない聴衆への配慮から重要度が低い情報で

あると判断し、かつ１種類の写真でも説明が可能であ

ったため、厳選したものと考えられる。 

また、図１の「XXインク」の応用例の初稿スライ

ドでは３例が挙げられていたが、自らの専門知識に

より類似した機能の例は不必要であると判断され、

最終稿では２例になった。インタビューでは、応用

例の写真は聴衆の関心が高いと認識されていたもの

の、自身の専門分野においては重要度が低いため情

報量を少なくしたとの考えが示された。 
つまり、聴衆の関心度を認識しつつ、専門内容の

情報の重要度を優先して推敲が行われたと言える。 
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この一文は AP の表現として不適切であるとして

教師の指摘により削除され、続く「製法のスライド

の発表原稿の冒頭で「次に、柔軟回路はどう作るか

をお話します」という聴衆の理解を促進するメタ言
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志向に聴衆への配慮がうかがえる。 
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に困難を伴う場合もあった。専門的内容の説明に関

して、教師は電子軌道の図の説明を加筆する必要性

を複数回助言していたのに対し、協力者 Bは必要が

ないと述べ、成果物にはなかなか反映されなかった。 
最終稿では、初稿での問題点は一部改善されたが

電子軌道に関する教師と学習者の知識の差から聴衆

への理解に対する意識に齟齬があり、専門的内容を

どこまで説明するかという点に関して議論が収斂し

なかったものと考えられる。 

また、協力者 Cは専門的内容の説明不足から、聴

衆の理解が得にくかったとの内省を語っており、内

容をより焦点化して説明する必要性が認識されてい

た。インタビューでは、APの実践により聴衆の反応

を受け、発表のテーマである建築学における XXモデ

ルのデザインプロセスを「ビルディングのスケジュ

ールと pricing といろいろなエンジニアをコーディ
ネート」することであると一文で簡潔に説明できて

いた。このような発表資料作成時には見られなかっ

た内容を総括した簡潔な説明は、聴衆の理解を助け

るものであり APの実践を通じた学びがうかがえた。 
 

４．おわりに 

以上のことから、APでは論文で求められる程度の

厳密で専門的な表現が十分には使用できない初級後

半段階の学習者であっても、専門の知識や経験を反

映させた視覚資料の活用ならびに教師による適切な

指摘により、聴衆への配慮の具現化は可能であると

考えられる。特に、専門的内容として自明である前

提について聴衆が持つと想定される知識範囲にまで

意識を及ばせ、情報を取捨選択し、適切な説明方法

を探求することは、高度で学術的な試みである。 

本発表での事例は、言語能力の高低判断のみによ

る学習活動の限界を克服した教育展開として、少な

からぬ可能性を持つものと言える。 
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ルーブリック式レポート評価表が 

学習者の執筆活動に及ぼす影響 
Effects of Rubric-based Evaluation Forms on Essay Writing by Japanese Undergraduate Students 

○池田 隆介※１ 
IKEDA, Ryusuke 

 
キーワード：ルーブリック、学部生、アカデミック・ライティング、文体、学習としての評価 

Keywords: rubric, undergraduate students, academic writing, style, assessment as learning 
 

１．はじめに 

本研究の目的は、ルーブリック式レポート評価表

導入が日本人大学生のレポート執筆活動にいかなる

影響を及ぼすかを考察し、アカデミック・ライティ

ングのプロフィシェンシー向上のためにルーブリッ

クを用いた評価をいかに活用すべきかを検討するこ

とにある。レポート、論文を執筆する能力は大学に

おける学びを推進するために欠かすことのできない

素養であり、現在では多くの大学学部においてレポ

ート執筆指南も含むアカデミック・スキル養成を目

的としたビジョン科目が設置されている。これにと

もない、レポートの評価にルーブリックを活用する

実践も広がりを見せている。ルーブリックは、多様

性と幅のある思考の表現が求められるパフォーマン

スを評価するにあたり有効とされており、レポート

課題を適切に評価できる手段として注目されている。 

実際のアカデミックな執筆活動の内容は多様性に

富む。執筆の目的、求められる水準、様式などもゼ

ミ、研究室、授業ごとに異なってくる。そのため、

アカデミックな文章構成や表現を、大学初年次教育

の段階で網羅的に教え込もうとすることはナンセン

スな試みといえる。専門日本語を運用する段階にお

いては、学習者がそれぞれの現場で求められるアカ

デミック・ライティングのディティールに対応しな

ければならない。そこから求められるのは、「評価

は妥当か、信頼性があるか」のみならず、「評価が

学習者のプロフィシェンシーを向上させるか」とい

う視点である。それが、ルーブリックへの期待につ

ながっている。 

そこで、本研究では、ルーブリック式レポート評

価表（以下、ルーブリック）に関し以下を考察する。 

(1)「ルーブリックの評価傾向」1)、及び、学習者

が実感したルーブリックの効果 
(2)ルーブリックの導入により実際のレポートに
生じた変化 

 
２．ルーブリックの効果についての学習者の実感 

 本章では、ルーブリックの評価傾向に関する先行

研究 1) 、及び、事後のアンケート結果をもとに、ル

ーブリックの効果を学習者がどのように感じている

かを考察する。 
 先行研究 1)は、54名の理系日本人大学生を対象に、
ルーブリックを用いたレポートの自己評価、ピアレ

ビュー活動を実施した。その結果、ルーブリックに

は次の二つの評価傾向があることが判明した。 
(1)他者評価より自己評価が低くなる。ただし、他者
評価と自己評価の差はいかなる出来映えのレポー

トでもほぼ一定。 
 (2)平均的に高評価のレポートは評価者が変わって
も高く評価される。一方、評価が低いレポートは、

評価者ごとのばらつきが生じる。（図１） 

 

図１ 総合点と標準偏差の散布図注1 
※1 北九州市立大学基盤教育センターひびきの分室 

2018.3.3 

今回、上記調査の協力者へのアンケート調査を行

ったところ、「採点シートに書かれてある項目に沿

って正しいレポートを書く努力をすることができ、

よいレポートに近づける」との好意的な意見が多か

ったが、「一生懸命内容を考えた人と、形式のみ守

ってとりあえず仕上げた人の評価の差がでにくい」

と物足りなさへの指摘もあった。 

ルーブリックは、「一定の水準を満たしているか

否か」を判定するためには有効であると受け取られ

ている。つまり、レポートが何を求めているかを大

学生が把握するには有効であり、個々に不足する点

を知るためには役立っている。一方で、ルーブリッ

クに記述されている上限以上の評価はできないため、

学習者にとっても納得感のある水準をレポートごと

に導き出す必要がある。 

 

３．ルーブリック導入によるレポートの変化 

３．１ 対象・手順 

 (1) 理系日本人大学生 46 名が共通テーマでレポ
ートの序論部分執筆 

 (2) ルーブリック提示（解説・指導はしない） 
 (3) ルーブリックを意識しつつ(1)を再執筆 
 (4) (1)と(3)の特徴を比較注2 
３．２ 結果・考察 

 結果を表１に示す。ルーブリックの導入より、レ

ポート執筆活動に次のような変化が生じた。 
変化１：レポートの体裁への配慮 
 タイトルを考える、参考文献リストを掲載すると

いう基本的な様式が順守されるようになった。 
変化２：文体の変化 
 提示前には「です／ます」体がレポート中に残っ

たままの例もあった。また、語彙を見てみると、提

示前後で「たくさん」（前：11回→後 2回）、「と
ても」（前：7回→後：2回）と変化していた。 
変化３：情報の充実、文章構成への意識向上 
１レポートあたりの平均語数、文数が増加しており、

執筆者が内容充実のために情報を補足していると見

られる。同時に、段落数も増えていることから、単

に情報を付け加えるだけでなく、レポートに必要な

文章の構成にも意識を向けたと推察される。 

  
今回提示したルーブリックには、「意義」「論旨」

「構成予告」「タイトル」「書き言葉」「参考文献」

などの項目が並んでいた。授業などで詳細な指導を

行う以前の段階であっても、ルーブリックの評価を

意識するだけでも大学生自身がレポートの質をある

程度自身で判断し、執筆傾向を変化させることが可

能であることが分かる。 

 
４．おわりに：「学習としての評価」にむけて 

 ２章、３章の考察の通り、ルーブリック導入によ

り日本人大学生のレポート執筆傾向に変化が見られ

た。ただし、学年や専門ごとにレポートに求められ

る内容は少しずつ異なる。そこで、今後は、学習者

自身がルーブリックを開発・検討し、「学習の評価」

「学習のための評価」から「学習としての評価」に

転換していくための実践が求められる。 
 また、ルーブリックの導入は留学生の専門日本語

教育のためにも有効と考えられる。単純な添削指導

では、単語・文法といった細部が強調され、作文の

文章構成への意識を向けにくいなど問題が生じたと

いう事例 2) もある。留学生のレポート執筆に関わる

問題も多様性に富むので、ルーブリックが解決の一

助となると期待される。（ikeda@kitakyu-u.ac.jp） 
 
付記 本研究は、科学研究費補助金基盤研究(C)課題番号
26350243の助成を受けて行われた。 
 

注 

注 1 参考文献 1) p.305より。 
注 2 解析にはKH Coderを使用。 
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表１ ルーブリック提示前後のレポートの変化 
  提示前 提示後 

参考文献なし 7 0 
タイトルなし 7 0 
「です／ます」体 5 2 
平均語数 319.74  382.39  
平均文数 10.74  13.26  
平均段落数 2.43  3.37  
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ルーブリック式レポート評価表が 

学習者の執筆活動に及ぼす影響 
Effects of Rubric-based Evaluation Forms on Essay Writing by Japanese Undergraduate Students 

○池田 隆介※１ 
IKEDA, Ryusuke 

 
キーワード：ルーブリック、学部生、アカデミック・ライティング、文体、学習としての評価 

Keywords: rubric, undergraduate students, academic writing, style, assessment as learning 
 

１．はじめに 

本研究の目的は、ルーブリック式レポート評価表

導入が日本人大学生のレポート執筆活動にいかなる

影響を及ぼすかを考察し、アカデミック・ライティ

ングのプロフィシェンシー向上のためにルーブリッ

クを用いた評価をいかに活用すべきかを検討するこ

とにある。レポート、論文を執筆する能力は大学に

おける学びを推進するために欠かすことのできない

素養であり、現在では多くの大学学部においてレポ

ート執筆指南も含むアカデミック・スキル養成を目

的としたビジョン科目が設置されている。これにと

もない、レポートの評価にルーブリックを活用する

実践も広がりを見せている。ルーブリックは、多様

性と幅のある思考の表現が求められるパフォーマン

スを評価するにあたり有効とされており、レポート

課題を適切に評価できる手段として注目されている。 

実際のアカデミックな執筆活動の内容は多様性に

富む。執筆の目的、求められる水準、様式などもゼ

ミ、研究室、授業ごとに異なってくる。そのため、

アカデミックな文章構成や表現を、大学初年次教育

の段階で網羅的に教え込もうとすることはナンセン

スな試みといえる。専門日本語を運用する段階にお

いては、学習者がそれぞれの現場で求められるアカ

デミック・ライティングのディティールに対応しな

ければならない。そこから求められるのは、「評価

は妥当か、信頼性があるか」のみならず、「評価が

学習者のプロフィシェンシーを向上させるか」とい

う視点である。それが、ルーブリックへの期待につ

ながっている。 

そこで、本研究では、ルーブリック式レポート評

価表（以下、ルーブリック）に関し以下を考察する。 

(1)「ルーブリックの評価傾向」1)、及び、学習者

が実感したルーブリックの効果 
(2)ルーブリックの導入により実際のレポートに
生じた変化 

 
２．ルーブリックの効果についての学習者の実感 

 本章では、ルーブリックの評価傾向に関する先行

研究 1) 、及び、事後のアンケート結果をもとに、ル

ーブリックの効果を学習者がどのように感じている

かを考察する。 
 先行研究 1)は、54名の理系日本人大学生を対象に、
ルーブリックを用いたレポートの自己評価、ピアレ

ビュー活動を実施した。その結果、ルーブリックに

は次の二つの評価傾向があることが判明した。 
(1)他者評価より自己評価が低くなる。ただし、他者
評価と自己評価の差はいかなる出来映えのレポー

トでもほぼ一定。 
 (2)平均的に高評価のレポートは評価者が変わって
も高く評価される。一方、評価が低いレポートは、

評価者ごとのばらつきが生じる。（図１） 

 

図１ 総合点と標準偏差の散布図注1 
※1 北九州市立大学基盤教育センターひびきの分室 
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意識するだけでも大学生自身がレポートの質をある
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４．おわりに：「学習としての評価」にむけて 

 ２章、３章の考察の通り、ルーブリック導入によ

り日本人大学生のレポート執筆傾向に変化が見られ

た。ただし、学年や専門ごとにレポートに求められ

る内容は少しずつ異なる。そこで、今後は、学習者

自身がルーブリックを開発・検討し、「学習の評価」

「学習のための評価」から「学習としての評価」に

転換していくための実践が求められる。 
 また、ルーブリックの導入は留学生の専門日本語

教育のためにも有効と考えられる。単純な添削指導

では、単語・文法といった細部が強調され、作文の

文章構成への意識を向けにくいなど問題が生じたと

いう事例 2) もある。留学生のレポート執筆に関わる

問題も多様性に富むので、ルーブリックが解決の一

助となると期待される。（ikeda@kitakyu-u.ac.jp） 
 
付記 本研究は、科学研究費補助金基盤研究(C)課題番号
26350243の助成を受けて行われた。 
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韓国人理工系学部入学前予備教育生の 

「論理的文章」に関する意識について 
－第 18 期日韓プログラム生へのアンケート結果より－ 

“Logical text” for Science and Engineering Majors in Pre-tertiary Korean Education: 
Examining Student Questionnaires from the 18th Japan-Korea Joint Program 

 

   ○太田 亨※１	 	 	 安 龍洙※2      ○村岡 貴子※3 
  OTA, Akira       AN, Yongsu      MURAOKA, Takako 

 
キーワード：日韓プログラム、理工系、学部入学前予備教育、論理的思考力、コラボ授業 

Keywords: Japan-Korea Joint Program, Science and Engineering Majors, Pre-tertiary Education, 
Logical Thinking, Collaborative Class 

 

１．本研究の背景及び目的 

発表者らはこれまで、日韓共同理工系学部留学生事

業（以下「日韓プログラム」）による韓国人理工系学

部入学前予備教育生（以下「日韓生」）の「論理的思

考力」養成のため、日本語教育と数学教育のコラボ

授業を実践し（太田・菊池	20141),太田	20162））、日

韓生の論理的思考力解明を目指してきた（太田・菊

池・安・村岡	20173)）。	

	本発表は、太田・菊池・安・村岡（2017）の一環

で行った、「論理的文章とは何か」に対する自由記

述回答の結果を受け、2017年度第18期（第2次第 8

期）日韓プログラムの日韓生98名に対して実施した

「「論理的な文章」に関する意識調査」の結果から、

彼らの回答の特徴として、特に「論理性に関する判

定」の要素が大きく関与していることを示そうとす

るものである。	

	

２．先行研究 

発表者らはこれまで、日韓生の論理的思考力を解

明するため、日本語教育と数学教育が連携する必要

性を主張し（太田・村岡	20134））、「論理」を扱っ

た両者のコラボ授業を実践（太田・菊池	2014）、改

善してきた（太田	2016）。その延長として太田・菊

池・安・村岡（2017）では、日韓生に対して「論理

的文章とは何か」に関する自由記述アンケートを試

行的に行った。	

	

３．意識調査の実施方法 

今回の意識調査は、これまで発表者らが韓国の予

備教育機関で行ってきた「教育参画」でのコラボ授

業の中で実施したもので、2016 年度第 17 期（第 2

次第 7期）日韓生に対して行った「論理的文章とは

何か」に関する自由記述回答の結果から得られた「14

要素」を明示した（表 1）。回答用紙には、日韓生

の属性（性別，年齢，専攻等）の他に、⑴	論理的な

文章に必要な要素（14 要素から 3 つ選択）、⑵	14

要素に対する重要度の重みづけ（「①大変重要」、

「②ある程度重要」、「③重要ではない」の3段階

評価、最も低い③を選択の場合は理由も記入）、⑶	上

記2設問以外に、論理的な文章について具体的に説

明を試みる（自由記述）、の3設問を設けた注1。	

	

４．意識調査の結果及び考察 

意識調査の設問⑴の結果からは、「a因果関係が明

確」、「b根拠が妥当」、「i矛盾がない」、「k論理がは

表１「論理的な文章」に重要な要素（回答数注 2）	

a 因果関係が明確	 56 h 文法的に正しい	 2 
b 根拠が妥当	 50 i 矛盾がない	 54 

c 皆が納得する	 7 j 主張が明確	 7 

d 反論できない	 11 k 論理がはっきり	 54 

e 皆同じ解釈する	 11 l 理由が明確	 5 

f 理解しやすい	 6 m 皆が同意する	 3 

g 真偽判定が明確	 20 n 前提と結論が一致	 8 
※1金沢大学国際機構教授 
※2茨城大学全学教育機構教授 
※3大阪大学国際教育交流センター教授 
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っきりしている」、がそれぞれ半数を超えており、第

18 期日韓生が考える「論理を踏まえた文章」、すな

わち「論理性に関する判定」の指標注3となりうると

判断した（表１）。また、日韓生が考える「論理的な

文章」要素には、「d反論できない」、「e皆が同じ解

釈をする」など、「自他との関係に関する判定」の指

標注4のものも1割強見られた。これらの要素のうち

a と b は、太田・菊池・安・村岡（2017）でも高い

回答数を得たもので、日韓生に共通した特徴を示す	

ものと言えるだろう。	

	 次に設問⑵は、全体的に設問⑴と同じ傾向を示し

ていることがわかる（表２）。すなわち、要素a、b、

i、k はこの設問でも①回答が 75〜87 人とかなり高

く、他にもg、「自他との関係性に関する判定」指標

のj、もう1つ別に立てた「言語表現に関する判定」

指標注5の lと nも半数以上と、重要度が比較的に高

く判定されている。	

設問⑶の自由記述には、38人が回答した。中には、

「「彼は身長180㎝なので大きい」は個人の価値観に

よる。論理的な文章は主観的判断ができてはならな

い。」と、具体例を挙げたものが5例見られたほか、

特筆すべきは、「数学の定理や公理」、「三段論法」、

「反証可能性」を取り上げて解説を試みたものが 5

例見られた点である。これらは、太田・菊池・安・

村岡（2017）でも「理工系的発想」として、日韓生

の特徴を示すと指摘したものであり、今回の意識調

査の自由記述にも表れたことは大いに示唆的である。	

	

５．今後の課題 

今後は、同内容の調査を理工系以外の韓国人学生

や、日本人の理工系学生にも実施し対比することに

より、「韓国人学生である」特徴や、上記の「理工

系的発想」の特徴もあわせて探っていきたい。	

（akirao@staff.kanazawa-u.ac.jp）	

 

付記：本研究は、JSPS 科研費（課題番号：16H03434）
の助成を受けて行ったものである。 

 

注 

注 1	 記述部分は、多くの日韓生が韓国語で回答した。 

注 2	 98人 ×（3つずつ選択）= 計 294人 

注 3	 同指標に属する要素として、gも挙げられる。 

注 4	 同指標に属する要素として、c、j、mが挙げられる。 

注 5	 同指標に属する要素には、他に f、h が挙げられる。 
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表２	 「論理的な文章」重要度（n=98）	

 ①	 ②	 ③	 ③	理由記載数	

a 75 23 0 0 

b 80 17 1 1 

c 14 61 23 22 

d 20 46 32 29 
e 20 53 25 22 

f 21 64 13 11 

g 55 39 4 4 

h 13 72 13 11 

i 80 18 0 0 

j 52 45 1 1 

k 87 11 0 0 

l 66 32 0 0 

m 9 51 38 32，無効 1 

n 49 44 5 5 
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「論理的文章」に関する意識について 
－第 18 期日韓プログラム生へのアンケート結果より－ 

“Logical text” for Science and Engineering Majors in Pre-tertiary Korean Education: 
Examining Student Questionnaires from the 18th Japan-Korea Joint Program 
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１．本研究の背景及び目的 

発表者らはこれまで、日韓共同理工系学部留学生事

業（以下「日韓プログラム」）による韓国人理工系学

部入学前予備教育生（以下「日韓生」）の「論理的思

考力」養成のため、日本語教育と数学教育のコラボ

授業を実践し（太田・菊池	20141),太田	20162））、日

韓生の論理的思考力解明を目指してきた（太田・菊

池・安・村岡	20173)）。	

	本発表は、太田・菊池・安・村岡（2017）の一環

で行った、「論理的文章とは何か」に対する自由記

述回答の結果を受け、2017年度第18期（第2次第 8

期）日韓プログラムの日韓生98名に対して実施した

「「論理的な文章」に関する意識調査」の結果から、

彼らの回答の特徴として、特に「論理性に関する判

定」の要素が大きく関与していることを示そうとす

るものである。	

	

２．先行研究 

発表者らはこれまで、日韓生の論理的思考力を解

明するため、日本語教育と数学教育が連携する必要

性を主張し（太田・村岡	20134））、「論理」を扱っ

た両者のコラボ授業を実践（太田・菊池	2014）、改

善してきた（太田	2016）。その延長として太田・菊

池・安・村岡（2017）では、日韓生に対して「論理

的文章とは何か」に関する自由記述アンケートを試

行的に行った。	

	

３．意識調査の実施方法 

今回の意識調査は、これまで発表者らが韓国の予

備教育機関で行ってきた「教育参画」でのコラボ授

業の中で実施したもので、2016 年度第 17 期（第 2

次第 7期）日韓生に対して行った「論理的文章とは

何か」に関する自由記述回答の結果から得られた「14

要素」を明示した（表 1）。回答用紙には、日韓生

の属性（性別，年齢，専攻等）の他に、⑴	論理的な

文章に必要な要素（14 要素から 3 つ選択）、⑵	14

要素に対する重要度の重みづけ（「①大変重要」、

「②ある程度重要」、「③重要ではない」の3段階

評価、最も低い③を選択の場合は理由も記入）、⑶	上

記2設問以外に、論理的な文章について具体的に説

明を試みる（自由記述）、の3設問を設けた注1。	

	

４．意識調査の結果及び考察 

意識調査の設問⑴の結果からは、「a因果関係が明

確」、「b根拠が妥当」、「i矛盾がない」、「k論理がは

表１「論理的な文章」に重要な要素（回答数注 2）	

a 因果関係が明確	 56 h 文法的に正しい	 2 
b 根拠が妥当	 50 i 矛盾がない	 54 

c 皆が納得する	 7 j 主張が明確	 7 

d 反論できない	 11 k 論理がはっきり	 54 

e 皆同じ解釈する	 11 l 理由が明確	 5 

f 理解しやすい	 6 m 皆が同意する	 3 

g 真偽判定が明確	 20 n 前提と結論が一致	 8 
※1金沢大学国際機構教授 
※2茨城大学全学教育機構教授 
※3大阪大学国際教育交流センター教授 
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っきりしている」、がそれぞれ半数を超えており、第

18 期日韓生が考える「論理を踏まえた文章」、すな

わち「論理性に関する判定」の指標注3となりうると

判断した（表１）。また、日韓生が考える「論理的な

文章」要素には、「d反論できない」、「e皆が同じ解

釈をする」など、「自他との関係に関する判定」の指

標注4のものも1割強見られた。これらの要素のうち

a と b は、太田・菊池・安・村岡（2017）でも高い

回答数を得たもので、日韓生に共通した特徴を示す	

ものと言えるだろう。	

	 次に設問⑵は、全体的に設問⑴と同じ傾向を示し

ていることがわかる（表２）。すなわち、要素a、b、

i、k はこの設問でも①回答が 75〜87 人とかなり高

く、他にもg、「自他との関係性に関する判定」指標

のj、もう1つ別に立てた「言語表現に関する判定」

指標注5の lと nも半数以上と、重要度が比較的に高

く判定されている。	

設問⑶の自由記述には、38人が回答した。中には、

「「彼は身長180㎝なので大きい」は個人の価値観に

よる。論理的な文章は主観的判断ができてはならな

い。」と、具体例を挙げたものが5例見られたほか、

特筆すべきは、「数学の定理や公理」、「三段論法」、

「反証可能性」を取り上げて解説を試みたものが 5

例見られた点である。これらは、太田・菊池・安・

村岡（2017）でも「理工系的発想」として、日韓生

の特徴を示すと指摘したものであり、今回の意識調

査の自由記述にも表れたことは大いに示唆的である。	

	

５．今後の課題 

今後は、同内容の調査を理工系以外の韓国人学生

や、日本人の理工系学生にも実施し対比することに

より、「韓国人学生である」特徴や、上記の「理工

系的発想」の特徴もあわせて探っていきたい。	

（akirao@staff.kanazawa-u.ac.jp）	

 

付記：本研究は、JSPS 科研費（課題番号：16H03434）
の助成を受けて行ったものである。 

 

注 

注 1	 記述部分は、多くの日韓生が韓国語で回答した。 

注 2	 98人 ×（3つずつ選択）= 計 294人 

注 3	 同指標に属する要素として、gも挙げられる。 

注 4	 同指標に属する要素として、c、j、mが挙げられる。 

注 5	 同指標に属する要素には、他に f、h が挙げられる。 
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 ①	 ②	 ③	 ③	理由記載数	
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c 14 61 23 22 

d 20 46 32 29 
e 20 53 25 22 
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h 13 72 13 11 

i 80 18 0 0 
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資料分析型論文における 

史料引用による叙述と解釈部分の構造と表現 
－歴史学／国際政治学／地域研究分野の論文を例に－ 

Sentence Structure and Expressions in Interpretative Descriptions of Historical Materials Found in Academic 
Papers from the Fields of History, International Relations, and Area Studies 

大島 弥生※１ 生天目 知美※2  
OSHIMA, Yayoi NABATAME, Tomomi 

OSHIMA, Yayoi   NABATAME, Tomomi 
キーワード: アカデミック・ライティング, 人文・社会科学系論文, 《資料分析型》論文，分裂構文，のだ文 

Keywords: Academic writing, Papers in the humanities and social sciences, Literature-analysis papers, 
Cleft sentence, The “noda” sentence 

 

１．はじめに（背景および目的） 

人文・社会科学系分野の論文作成支援に関しては、

近年、資料引用から論文筆者の解釈へと結びつける構

造の重要性が指摘されており 1）、それを示す文例の細

分化が急務と言える。教材作成には、分野や研究アプ

ローチ毎に異なる展開や表現の分析の蓄積が不可欠

である。本研究では、特に多くの留学生が専攻してい

ると思われる歴史学／国際政治学／地域研究分野の

《資料分析型》論文 2)15 編（各分野 5 編）を対象に、

文献資料、中でも明確に抽出可能な歴史的史料（以下

「史料」と記載）の引用による叙述と解釈を行ってい

る箇所の表現の構造と類型・文体的特徴を分析した。 

 

２．方法 

《資料分析型》論文の構成要素の抽出の幅を広げる

ため、当該分野の学会で先行研究 1),2)が対象としてい

ない査読付学会誌（Web 公開）のうち、所属人数を基

準に対象を 3誌（日本国際政治学会『国際政治』、史

学会『史学雑誌』、東南アジア学会『東南アジア歴史

と文化』）にしぼった上で、資料収集時に閲覧可能で

あった投稿論文から新しい順に、史料をもとに叙述し

て考察を行う型の論文 5編ずつ（特集論文が中心の『国

際政治』は各特集から 2 編まで）を選択した。2 名の

コーダーが各文（複文中に異なる要素があれば節）を

佐藤ら 2)の構成要素に則り分類したのち、「資料（質

的データ）の提示」および「資料の考察」の該当部分

について、資料引用から解釈の度合いが強くなる構造

を山本・二通 1)に沿って整理し、「A中立的引用文」に

比して特に多様な「B解釈的引用文・C引用解釈的叙述

文・D解釈文」の下位分類（機能重複も有り）注 1の表

現の特徴を観察した。以下、順に例示する。 

 

３．結果および考察 

１）「B解釈的引用文」と「C引用解釈的叙述文」 

「B解釈的引用文」[ト＋解釈的述部動詞／トイウ＋

解釈的動名詞／形式名詞]1)等 、「C引用解釈的叙述文」

[「ト」をもたず、論文筆者が資料の著者・資料内人物

に寄り添い、･･･叙述]1)の下位分類 1)（以下の ）にお

ける頻出表現には以下のような特徴が見受けられた。 

具体的行動 C0 は、人物＋行為の過去形（「生まれ

た・就任した・拘束された・選出された」等）、ある

いは機関や制度＋過去形（「～が始まった／許可・登

録・設立・実施された」等）が多くを占めた。 

言語行動 B1・言語行動 C1 は、主に人物が主語の「～

と（B1）／～を（C1）＋主張・報告した／している」

「～を指摘／～に言及した／している」、および「（資

料には）～と／～が＋記され・記載され＋ている」等

の記載関連の動詞が多くを占めた。「答えた・脅した

／強調・断言している」等の言語行動の様態を描写し

た動詞も見られた。B1 の「～という／との＋主張・記

述」、C1 の「通告・報告」に加え、思考 B2 にも「～

との／という／（修飾節）＋見解・考え・意志」等の

動名詞・名詞が頻出し、教材化の必要性が示唆された。 

注目すべきは、C1「言及されて／論じられて／反論

※1東京海洋大学学術研究院教授 
※2東京海洋大学学術研究院准教授 
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はなされて＋いない」等の否定形が一定数見られたこ

とである。これは史料に言及がないことを敢えて指摘

することで一種の発見記述としたものといえよう。 

位置づけ B3 では「引用＋という＋名詞（もの・こ

と・方向等）」や「引用＋～としている／されている」

により人物や史料の捉え方を示す箇所が多く現れた。

「～とみなしている／見ている」等も多く、否定形「～

とはみなされていない」も頻出した。 

位置づけ C3 の表現はさらに多様であり、「～を重

視・重要視・構成・制度化した／している」等のほか、

「～（よう）になった」のような位置づけの変化や経

緯の描写も見られた。このほかに C3 の文に特徴的な

表現として、「～のが／～のは＋～である／であった」

の分裂構文、「～とは～である」の定義文が頻出した。 

心的態度 B4 は「～と感じていたのだろう」等少数

であり、「～と」を伴わない心的態度 C4「共感した・

求めていた」「意志形（利用しようとした等）」等の

動詞類および「不満・不安・恐れ・期待を＋持ってい

た／抱いていた」等の共起表現が圧倒的に多かった。 

背景的状況 B5・事柄の要約 B6は直接引用の羅列に

よる状況説明などで数少なく、背景的状況 C5・事柄の

要約 C6は「～が発生した／～に至った・達した」等の

動詞による経緯の描写のほか、「当時は～は高価・農

村であった」等の名詞・形容詞による背景的状況描写

が多く見受けられた。 

2）「D解釈文」 

「D解釈文」[論文筆者自身の解釈を示す]1)の下位分

類の言語行動 D1 には、「～を明言／宣言した＋ので

ある」と、のだ文によって先行文脈の画期的性質を強

調したものが見られた。思考・心的態度 D2 でも、動

詞・名詞の種類としては「認識・構想していた／尖鋭

化した／ためらわせた」「（という）価値観・嫌悪感・

姿勢・不満・おそれ」といった心的な様態を示す語彙

と、文末「のである・のであろう・ようである」等の

モダリティ表現との共起が、BやCに比べて多かった。 

話題として取り立てて議論 D3 の語彙は多様だが、

先行文脈を受けて「～の働きは・主な理由は」等で取

り上げて述部を「～ことであった・ことになる・こと

による」等で陳述する表現が目立った。  

指示表現で示し議論継続 D4では、「このように・こ

うした中・このことからも」等の指示詞が頻出した。 

別の観点から議論 D5には、「しかし・ただ・とはい

え・一方」等の逆説の接続詞の使用に加え、「～だと

したら」等の仮定表現が多く見受けられた。 

論点として提示 D6では、D3の特徴に加え、述部に

「中心的課題・見どころ・顕著であった事例・～点で

極めて重要」のような評価的表現の使用が目立った。 

重要な論理展開要素の認定 D7 とされたものには、

先行文脈を受けてそれが意味することを述べた後に

「～といえる／ことが表れている・確認できる／～に

ちがいない／～に他ならない」等のモダリティ表現、

「他でもない」等の付加が多く、筆者が解釈度合いを

強めて指摘を卓立させている表現意図がうかがえる。  

 内容的まとまりの小括 D8 は一連の引用解釈の締め

くくりの位置に「このように、すなわち」等とともに

現れる例と、重点先行として冒頭に現れる例とが見受

けられ、その談話構造上の機能が確認された。 

 

４．おわりに 

当該 3分野の史料の引用・叙述・解釈部分において

も、文型として従来取り上げられることの少なかった

動名詞・形式名詞を含む解釈的引用、「～よう・こと

になった／～につながった／～に至った」等の経緯の

表現も含む引用解釈的叙述を経て、「～のが／のは／

こそが」等の分裂構文や多様な評価的表現によって先

行文脈の内容を名付け、卓立させ、小括へつなげる構

造が確認できた。これらは人文・社会科学系の論文作

成支援教材の実現に向け、例文提示の基盤となろう。 

（yayoi@kaiyodai.ac.jp） 

注 

注１ 下位分類比率は論文間に差があり敢えて算出しない。 

謝辞 科学研究費助成 15K02635の支援を得た。 
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資料分析型論文における 

史料引用による叙述と解釈部分の構造と表現 
－歴史学／国際政治学／地域研究分野の論文を例に－ 

Sentence Structure and Expressions in Interpretative Descriptions of Historical Materials Found in Academic 
Papers from the Fields of History, International Relations, and Area Studies 

大島 弥生※１ 生天目 知美※2  
OSHIMA, Yayoi NABATAME, Tomomi 

OSHIMA, Yayoi   NABATAME, Tomomi 
キーワード: アカデミック・ライティング, 人文・社会科学系論文, 《資料分析型》論文，分裂構文，のだ文 

Keywords: Academic writing, Papers in the humanities and social sciences, Literature-analysis papers, 
Cleft sentence, The “noda” sentence 

 

１．はじめに（背景および目的） 

人文・社会科学系分野の論文作成支援に関しては、

近年、資料引用から論文筆者の解釈へと結びつける構

造の重要性が指摘されており 1）、それを示す文例の細

分化が急務と言える。教材作成には、分野や研究アプ

ローチ毎に異なる展開や表現の分析の蓄積が不可欠

である。本研究では、特に多くの留学生が専攻してい

ると思われる歴史学／国際政治学／地域研究分野の

《資料分析型》論文 2)15 編（各分野 5 編）を対象に、

文献資料、中でも明確に抽出可能な歴史的史料（以下

「史料」と記載）の引用による叙述と解釈を行ってい

る箇所の表現の構造と類型・文体的特徴を分析した。 

 

２．方法 

《資料分析型》論文の構成要素の抽出の幅を広げる

ため、当該分野の学会で先行研究 1),2)が対象としてい

ない査読付学会誌（Web 公開）のうち、所属人数を基

準に対象を 3誌（日本国際政治学会『国際政治』、史

学会『史学雑誌』、東南アジア学会『東南アジア歴史

と文化』）にしぼった上で、資料収集時に閲覧可能で

あった投稿論文から新しい順に、史料をもとに叙述し

て考察を行う型の論文 5編ずつ（特集論文が中心の『国

際政治』は各特集から 2 編まで）を選択した。2 名の

コーダーが各文（複文中に異なる要素があれば節）を

佐藤ら 2)の構成要素に則り分類したのち、「資料（質

的データ）の提示」および「資料の考察」の該当部分

について、資料引用から解釈の度合いが強くなる構造

を山本・二通 1)に沿って整理し、「A中立的引用文」に

比して特に多様な「B解釈的引用文・C引用解釈的叙述

文・D解釈文」の下位分類（機能重複も有り）注 1の表

現の特徴を観察した。以下、順に例示する。 

 

３．結果および考察 

１）「B解釈的引用文」と「C引用解釈的叙述文」 

「B解釈的引用文」[ト＋解釈的述部動詞／トイウ＋

解釈的動名詞／形式名詞]1)等 、「C引用解釈的叙述文」

[「ト」をもたず、論文筆者が資料の著者・資料内人物

に寄り添い、･･･叙述]1)の下位分類 1)（以下の ）にお

ける頻出表現には以下のような特徴が見受けられた。 

具体的行動 C0 は、人物＋行為の過去形（「生まれ

た・就任した・拘束された・選出された」等）、ある

いは機関や制度＋過去形（「～が始まった／許可・登

録・設立・実施された」等）が多くを占めた。 

言語行動 B1・言語行動 C1 は、主に人物が主語の「～

と（B1）／～を（C1）＋主張・報告した／している」

「～を指摘／～に言及した／している」、および「（資

料には）～と／～が＋記され・記載され＋ている」等

の記載関連の動詞が多くを占めた。「答えた・脅した

／強調・断言している」等の言語行動の様態を描写し

た動詞も見られた。B1 の「～という／との＋主張・記

述」、C1 の「通告・報告」に加え、思考 B2 にも「～

との／という／（修飾節）＋見解・考え・意志」等の

動名詞・名詞が頻出し、教材化の必要性が示唆された。 

注目すべきは、C1「言及されて／論じられて／反論

※1東京海洋大学学術研究院教授 
※2東京海洋大学学術研究院准教授 
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はなされて＋いない」等の否定形が一定数見られたこ

とである。これは史料に言及がないことを敢えて指摘

することで一種の発見記述としたものといえよう。 

位置づけ B3 では「引用＋という＋名詞（もの・こ

と・方向等）」や「引用＋～としている／されている」

により人物や史料の捉え方を示す箇所が多く現れた。

「～とみなしている／見ている」等も多く、否定形「～

とはみなされていない」も頻出した。 

位置づけ C3 の表現はさらに多様であり、「～を重

視・重要視・構成・制度化した／している」等のほか、

「～（よう）になった」のような位置づけの変化や経

緯の描写も見られた。このほかに C3 の文に特徴的な

表現として、「～のが／～のは＋～である／であった」

の分裂構文、「～とは～である」の定義文が頻出した。 

心的態度 B4 は「～と感じていたのだろう」等少数

であり、「～と」を伴わない心的態度 C4「共感した・

求めていた」「意志形（利用しようとした等）」等の

動詞類および「不満・不安・恐れ・期待を＋持ってい

た／抱いていた」等の共起表現が圧倒的に多かった。 

背景的状況 B5・事柄の要約 B6は直接引用の羅列に

よる状況説明などで数少なく、背景的状況 C5・事柄の

要約 C6は「～が発生した／～に至った・達した」等の

動詞による経緯の描写のほか、「当時は～は高価・農

村であった」等の名詞・形容詞による背景的状況描写

が多く見受けられた。 

2）「D解釈文」 

「D解釈文」[論文筆者自身の解釈を示す]1)の下位分

類の言語行動 D1 には、「～を明言／宣言した＋ので

ある」と、のだ文によって先行文脈の画期的性質を強

調したものが見られた。思考・心的態度 D2 でも、動

詞・名詞の種類としては「認識・構想していた／尖鋭

化した／ためらわせた」「（という）価値観・嫌悪感・

姿勢・不満・おそれ」といった心的な様態を示す語彙

と、文末「のである・のであろう・ようである」等の

モダリティ表現との共起が、BやCに比べて多かった。 

話題として取り立てて議論 D3 の語彙は多様だが、

先行文脈を受けて「～の働きは・主な理由は」等で取

り上げて述部を「～ことであった・ことになる・こと

による」等で陳述する表現が目立った。  

指示表現で示し議論継続 D4では、「このように・こ

うした中・このことからも」等の指示詞が頻出した。 

別の観点から議論 D5には、「しかし・ただ・とはい

え・一方」等の逆説の接続詞の使用に加え、「～だと

したら」等の仮定表現が多く見受けられた。 

論点として提示 D6では、D3の特徴に加え、述部に

「中心的課題・見どころ・顕著であった事例・～点で

極めて重要」のような評価的表現の使用が目立った。 

重要な論理展開要素の認定 D7 とされたものには、

先行文脈を受けてそれが意味することを述べた後に

「～といえる／ことが表れている・確認できる／～に

ちがいない／～に他ならない」等のモダリティ表現、

「他でもない」等の付加が多く、筆者が解釈度合いを

強めて指摘を卓立させている表現意図がうかがえる。  

 内容的まとまりの小括 D8 は一連の引用解釈の締め

くくりの位置に「このように、すなわち」等とともに

現れる例と、重点先行として冒頭に現れる例とが見受

けられ、その談話構造上の機能が確認された。 

 

４．おわりに 

当該 3分野の史料の引用・叙述・解釈部分において

も、文型として従来取り上げられることの少なかった

動名詞・形式名詞を含む解釈的引用、「～よう・こと

になった／～につながった／～に至った」等の経緯の

表現も含む引用解釈的叙述を経て、「～のが／のは／

こそが」等の分裂構文や多様な評価的表現によって先

行文脈の内容を名付け、卓立させ、小括へつなげる構

造が確認できた。これらは人文・社会科学系の論文作

成支援教材の実現に向け、例文提示の基盤となろう。 

（yayoi@kaiyodai.ac.jp） 

注 

注１ 下位分類比率は論文間に差があり敢えて算出しない。 

謝辞 科学研究費助成 15K02635の支援を得た。 
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日本語能力Ｎ３～Ｎ２レベルの学生（法学初学者）を

対象とした民法総則の講義の試み
－「法の適用」に焦点を当てた講義の実践－

A Trial on Civil Code General Provisions Lectures for JLPT N3~N2 Students (Law Beginners): 
Practical Lecture Focused on Law Application  

井上 しづ恵※１

INOUE, Shizue 

キーワード：留学生の法学教育、法の適用、法的三段論法、自国文化の干渉、Ｎ２・Ｎ３レベル

Keywords: legal education for foreign students, law application, legal syllogism, interference of own 
culture, JLPT N3~N2 

 
１．はじめに（背景および目的）

法学部を卒業した留学生が日本で就職する場合、現

行「出入国管理及び難民認定法」上、企業・団体等で

の法務業務か通訳翻訳業に限られる。法務部門への就

職は狭き門であり、多くは通訳として就職することに

なるが、技能実習生等の受け入れや企業の海外投資等

の増加によって、通訳需要は高まっている。

通訳は、発生したトラブルや問題点を正確に把握分

析し、解決に導く手助けをするということが重要な業

務の一つとなる。その際必要となる思考、即ちルール

を念頭に問題解決のために状況を整理し結論付けると

いう法的処理の思考は、法学部の学生が法の適用とし

て学んでいる思考である。学生が、法的処理という発

想を有していれば、他学部の学生との差別化につなが

り、就職の際に大きな武器となりうるのではないか。

そこで、私法の基本である「民法総則」において、

法の適用に焦点を当てた講義を行った。

対象学生は、法学部アジアビジネスコース（留学生

対象コース）の法学初学者 名（ベトナム人 人、

ネパール人 人、ポーランド人 名）である。

発表者は日本語教員であるが、平成 年に行政書

士資格を取得した後、行政書士として法律実務にも携

わっている。その経験から、平成 年後期より留学生

を対象とした民法総則の講義を担当することとなった。

２．方法

１回 分の講義構成は次の通りである。

１）語彙・文法の理解

２）法の理解

３）事例の提示、事実の細分化・把握・評価、結論

４）記述

語彙・文法の理解

対象学生は レベルが 名、 レベルが 名であ

るため、語彙・文法の時間をとった。独自に分類した

語彙（表１）のうち、 に分類され且つその日の講義

に必要な語彙の意味及びコロケーション並びに条文で

使用されている文型（「～はこの限りでない」など）

を導入した。既習語彙・文法等で講義が可能な場合は、

語彙・文法の導入は行わない。

法の理解

回で一つの法律要件・効果を学習する。典型事例で

問題の所在、論点等を理解し、条文上の文言を使って

要件・効果が表現できるようにする。 や に分類され

た語彙（表１）は、ここで法律の内容とともに説明し

た。表現文型は初級文型である「〔要件〕たら〔効果〕」

又は「〔要件〕とき〔効果〕」を使用した。

※ 西日本短期大学法学部非常勤講師、留学生別科非常勤講師 

表１ 語彙の分類

１ 法令専門用語 錯誤、欺罔など

２ 法の文脈では日常使われる意

味とは異なる意味を持つ語彙

善意、取消し、

条件、請求など

３ 日常の法律行為の場面で出現

する語彙

登記、第三者、

履行、相続など

４ レベル以上の語彙 承知、表示など
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事例の提示、事実の細分化・把握・評価、結論

新たな事例を提示。事実を細分化し、それぞれの事

実が要件に合致するのか否か、どの要件に該当するの

か判断する（把握）。要件に当てはめた事実が、どの

ような意味を持つのか（評価）を考え、結論を導き出

す。当初は全体で考えていったが、その時間を徐々に

減らし、最終的には一人で考えるよう時間配分をした。

また、評価は「把握」に慣れてから導入した。評価、

結論の使用表現はそれぞれ「〔事実〕ということは〔要

件〕と言える」「〇条により〔結論〕」とした。

記述

、 で理解した内容を、大前提（要件・効果）

小前提（事実、事実の評価）結論の順に記述する。講

義後に提出することができない場合は課題とした。

３．結果および考察

語彙・文型を最初に導入することにより、法の理解

に集中ができ、少なくとも教員のストレスは減った。

又、 レベルの学生は、言い換え表現がなくなり、よ

り適切な表現で発話するようになった 。

で結論が出ない学生及び正しい結論を記述でき

なかった学生に、事実をどのように把握したか個別に

聞いた結果、学生が把握の際使用している基準に特徴

がみられた。

〇特徴① 先入観、推量

事実を自分の意見や考えで把握する。代理関係で、

本人がＸに代理行為の話をしたが代理権を付与してい

ないという事例では「本人が代理行為の話をしたら、

代理権は付与されている」と推量するなど。

〇特徴② 自国の文化の干渉

法や習慣など自国文化の干渉を受ける。未成年が法

定代理人の同意なしにした法律行為は取り消しができ

る § ② が、自己が成年者であると詐術を用いた場

合は取り消しができない（§ ）。自国の法が未成年

は重過失があっても保護される場合、未成年の詐術を

許容する幅が広くなる傾向がある。その結果、詐術で

はなく相手側の過失と捉え、逆の結論に到達するなど。

これらの特徴が最も多く現れるのが、背景に日本の

文化・習慣・制度等の認識不足がある場合である。

意思表示は法律行為の要素 に錯誤があった場合は

無効となるが、表意者に重過失がある場合は無効を主

張できず § ）専業行為の過失は重過失と解される

（判例）。当該事例が、日本では許認可をもつ者のみ

ができる業なのか、当該業務において専業行為とは何

であるかなどの知識がない場合 は特徴➀が、日本と

異なり自国で許認可なく誰でも当該法律行為ができる

場合などは特徴②が現れるなどである。

特徴の表出は、国籍によりある程度の傾向がみられ

たものの、文化の認識等には個人差があり、国籍、日

本語力等の因子による結論付けは妥当ではない。

基準のずれは法的衡量を意識させながら議論するこ

とで修正していった。結果、数名（５名）は修正が困

難だったが、それ以外の学生は、基本的な事例につい

ては、自ら正しい結論を導き出せるようになった。

４．おわりに

講義を離れた場面で法的処理思考を以って物事を

捉えるか否かは、学生の意識の問題ではあるが、まず

は、個々人に回路が構築されていなければならない。

回路の構築・強化には、継続反復することが有効と考

えられるが、今回実践した方法は、その一つとして示

すことができよう。

今回、文化習慣等を背景とする認識の相違が、事実

の分析に大きく関係していることがわかった。教員は

そのことを常に念頭におき講義をする必要を痛感した。

又、法学は専門科目とはいえ、日本語に依存してい

る科目である。法領域で頻出する語彙、文型は日本語

教育と同程度の導入が必要であろう。

（ ）

注

注１ 「Ｘの土地をＹの名前にして記録する」を「Ｘ名義の

土地をＹ名義で登記する」と表現するなど

注２ 法律行為の重要な部分

注３ 不特定多数への土地売買の場合、許認可が必要である。

土地は全部事項証明書の提示で特定するなど

参考文献

1) 田中規久雄：法学日本語教育について，大阪大学留学生

センター研究論集 多文化社会と留学生交流，第 3号，
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日本語能力Ｎ３～Ｎ２レベルの学生（法学初学者）を

対象とした民法総則の講義の試み
－「法の適用」に焦点を当てた講義の実践－

A Trial on Civil Code General Provisions Lectures for JLPT N3~N2 Students (Law Beginners): 
Practical Lecture Focused on Law Application  

井上 しづ恵※１

INOUE, Shizue 

キーワード：留学生の法学教育、法の適用、法的三段論法、自国文化の干渉、Ｎ２・Ｎ３レベル

Keywords: legal education for foreign students, law application, legal syllogism, interference of own 
culture, JLPT N3~N2 

 
１．はじめに（背景および目的）

法学部を卒業した留学生が日本で就職する場合、現

行「出入国管理及び難民認定法」上、企業・団体等で

の法務業務か通訳翻訳業に限られる。法務部門への就

職は狭き門であり、多くは通訳として就職することに

なるが、技能実習生等の受け入れや企業の海外投資等

の増加によって、通訳需要は高まっている。

通訳は、発生したトラブルや問題点を正確に把握分

析し、解決に導く手助けをするということが重要な業

務の一つとなる。その際必要となる思考、即ちルール

を念頭に問題解決のために状況を整理し結論付けると

いう法的処理の思考は、法学部の学生が法の適用とし

て学んでいる思考である。学生が、法的処理という発

想を有していれば、他学部の学生との差別化につなが

り、就職の際に大きな武器となりうるのではないか。

そこで、私法の基本である「民法総則」において、

法の適用に焦点を当てた講義を行った。

対象学生は、法学部アジアビジネスコース（留学生

対象コース）の法学初学者 名（ベトナム人 人、

ネパール人 人、ポーランド人 名）である。

発表者は日本語教員であるが、平成 年に行政書

士資格を取得した後、行政書士として法律実務にも携

わっている。その経験から、平成 年後期より留学生

を対象とした民法総則の講義を担当することとなった。

２．方法

１回 分の講義構成は次の通りである。

１）語彙・文法の理解

２）法の理解

３）事例の提示、事実の細分化・把握・評価、結論

４）記述

語彙・文法の理解

対象学生は レベルが 名、 レベルが 名であ

るため、語彙・文法の時間をとった。独自に分類した

語彙（表１）のうち、 に分類され且つその日の講義

に必要な語彙の意味及びコロケーション並びに条文で

使用されている文型（「～はこの限りでない」など）

を導入した。既習語彙・文法等で講義が可能な場合は、

語彙・文法の導入は行わない。

法の理解

回で一つの法律要件・効果を学習する。典型事例で

問題の所在、論点等を理解し、条文上の文言を使って

要件・効果が表現できるようにする。 や に分類され

た語彙（表１）は、ここで法律の内容とともに説明し

た。表現文型は初級文型である「〔要件〕たら〔効果〕」

又は「〔要件〕とき〔効果〕」を使用した。

※ 西日本短期大学法学部非常勤講師、留学生別科非常勤講師 

表１ 語彙の分類

１ 法令専門用語 錯誤、欺罔など

２ 法の文脈では日常使われる意

味とは異なる意味を持つ語彙

善意、取消し、

条件、請求など

３ 日常の法律行為の場面で出現

する語彙

登記、第三者、

履行、相続など

４ レベル以上の語彙 承知、表示など
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事例の提示、事実の細分化・把握・評価、結論

新たな事例を提示。事実を細分化し、それぞれの事

実が要件に合致するのか否か、どの要件に該当するの

か判断する（把握）。要件に当てはめた事実が、どの

ような意味を持つのか（評価）を考え、結論を導き出

す。当初は全体で考えていったが、その時間を徐々に

減らし、最終的には一人で考えるよう時間配分をした。

また、評価は「把握」に慣れてから導入した。評価、

結論の使用表現はそれぞれ「〔事実〕ということは〔要

件〕と言える」「〇条により〔結論〕」とした。

記述

、 で理解した内容を、大前提（要件・効果）

小前提（事実、事実の評価）結論の順に記述する。講

義後に提出することができない場合は課題とした。

３．結果および考察

語彙・文型を最初に導入することにより、法の理解

に集中ができ、少なくとも教員のストレスは減った。

又、 レベルの学生は、言い換え表現がなくなり、よ

り適切な表現で発話するようになった 。

で結論が出ない学生及び正しい結論を記述でき

なかった学生に、事実をどのように把握したか個別に

聞いた結果、学生が把握の際使用している基準に特徴

がみられた。

〇特徴① 先入観、推量

事実を自分の意見や考えで把握する。代理関係で、

本人がＸに代理行為の話をしたが代理権を付与してい

ないという事例では「本人が代理行為の話をしたら、

代理権は付与されている」と推量するなど。

〇特徴② 自国の文化の干渉

法や習慣など自国文化の干渉を受ける。未成年が法

定代理人の同意なしにした法律行為は取り消しができ

る § ② が、自己が成年者であると詐術を用いた場

合は取り消しができない（§ ）。自国の法が未成年

は重過失があっても保護される場合、未成年の詐術を

許容する幅が広くなる傾向がある。その結果、詐術で

はなく相手側の過失と捉え、逆の結論に到達するなど。

これらの特徴が最も多く現れるのが、背景に日本の

文化・習慣・制度等の認識不足がある場合である。

意思表示は法律行為の要素 に錯誤があった場合は

無効となるが、表意者に重過失がある場合は無効を主

張できず § ）専業行為の過失は重過失と解される

（判例）。当該事例が、日本では許認可をもつ者のみ

ができる業なのか、当該業務において専業行為とは何

であるかなどの知識がない場合 は特徴➀が、日本と

異なり自国で許認可なく誰でも当該法律行為ができる

場合などは特徴②が現れるなどである。

特徴の表出は、国籍によりある程度の傾向がみられ

たものの、文化の認識等には個人差があり、国籍、日

本語力等の因子による結論付けは妥当ではない。

基準のずれは法的衡量を意識させながら議論するこ

とで修正していった。結果、数名（５名）は修正が困

難だったが、それ以外の学生は、基本的な事例につい

ては、自ら正しい結論を導き出せるようになった。

４．おわりに

講義を離れた場面で法的処理思考を以って物事を

捉えるか否かは、学生の意識の問題ではあるが、まず

は、個々人に回路が構築されていなければならない。

回路の構築・強化には、継続反復することが有効と考

えられるが、今回実践した方法は、その一つとして示

すことができよう。

今回、文化習慣等を背景とする認識の相違が、事実

の分析に大きく関係していることがわかった。教員は

そのことを常に念頭におき講義をする必要を痛感した。

又、法学は専門科目とはいえ、日本語に依存してい

る科目である。法領域で頻出する語彙、文型は日本語

教育と同程度の導入が必要であろう。

（ ）

注

注１ 「Ｘの土地をＹの名前にして記録する」を「Ｘ名義の

土地をＹ名義で登記する」と表現するなど

注２ 法律行為の重要な部分

注３ 不特定多数への土地売買の場合、許認可が必要である。

土地は全部事項証明書の提示で特定するなど

参考文献

1) 田中規久雄：法学日本語教育について，大阪大学留学生

センター研究論集 多文化社会と留学生交流，第 3号，

pp.37-47(1999)
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日本語教師による

専門科目「簿記」の支援授業の実践
Practice of Support Class for Specialized Subject “Bookkeeping” 

by Japanese- Language Teachers  

○栗木久美※１ 〇横山理恵子※２ 金村久美※３

   KURIKI, Kumi     YOKOYAMA, Rieko  KANAMURA, Kumi 
 
キーワード：簿記、支援授業、専門用語

Keywords: bookkeeping, support class, technical terms

１．はじめに（背景および目的）

発表者らが勤務する大学では、以前より留学生も

専門科目として「簿記」の授業が必修であった。さ

らに、2016年度入学生からは、留学生も簿記検定 3
級取得が卒業の要件となり、留学生の負担が増した。

そこで、2016年度より、専門科目の「簿記」を履修
する前段階として、1 年生が履修する日本語支援の
授業内で、日本語教師注1が簿記の概念や主な用語を

中心に教えることになった。 
留学生対象の簿記の授業に関する先行研究には国

田（2012）などがあるが、日本語教師による授業実
践を報告したものも含め先行研究の数が少なく、発

表者らも手探りの状態で現在も授業を行っている。

本発表では、日本語教師が留学生に簿記を教える際

の一助になると考え、授業の取り組みを報告する。 

２．授業実践

本節では2016年度～2017年度に行った授業内容
について対象、テキスト、時間を踏まえて報告する。 

 
◆対象 大学 1年生（経済学部、経営学部、法学部） 
入学時に日本語プレイスメントテストで上位クラ

ス（「留 1」）と下位クラス（「留 2」）の 2つに分け、
留 1は 1年生前期、留 2は 1年生後期に簿記支援を
受講し、それぞれ受講半年後に専門科目の簿記授業

を履修する。学生の国籍は、ベトナム、中国、ネパ

ールなどアジア中心である。 
◆テキスト 『マンガでわかる！はじめての簿記入

門』（西東社） 
◆時間 2016年度前期～2017年度後期の日本語支
援授業（1コマ／週）内の 40分程度（×各学期 15
週） 
当初 2016年度前期 、テキストを元に作成したハ
ンドアウトを用い、簿記の概念、専門用語の漢字の

読みや意味、仕訳の事例などを扱ったが、これらを

紙面のみで学習したことにより、学生の視線は下が

りやすく常に受動的な授業姿勢になることが多かっ

た。そのため、学習内容の理解補助としてパワーポ

イント（PPT）を利用した教材を作成し導入した結
果 2016年度後期 、必然的に顔を上げ、必要に応じ
てメモを取る学生が増えた。 
その後 2017年度前期 、専門用語が一層理解しや
すくなるよう PPT 教材の中に決算書や株券などの
見本写真を加え、学習内容の理解定着を図った。学

生は能動的な取り組みができるようになってきたが、

2017 年度後期には履修する学生らの日本語能力の
問題から仕訳の事例などは扱わず、専門用語 100
語 が理解できることを最優先として学ぶことにし

た。授業ではテキストを元に作成した PPT のみで
用語を導入しハンドアウトにまとめる方法をとった。

毎回の授業で学生は各自学習用語の単語帳を作成し、

自宅学習に役立てられるよう工夫した。さらに確認

テストを行うにあたり、教師がテスト範囲の漢字の

※ 名古屋大学大学院国際言語文化研究科博士後期課程 
※ 名古屋経済大学経営学部非常勤講師 
※ 名古屋経済大学経済学部准教授 
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Quizlet 注2を作成し、全員で共有した。 

 
３．結果および考察

2017 年 12 月に、2016 年度に支援授業を受講し
た学生の一部と、2017年度前期に受講した学生の一
部、合計 51名（漢字圏（中国）26名、非漢字圏 25
名）に、支援授業の簿記の内容が専門科目の履修時

に役立ったかをアンケート調査した。アンケートを

実施した学生は、前述したように、専門用語以外に、

簿記の概念や仕訳の事例なども支援授業で学んだ。

アンケート結果は、表 1のとおりである。
Q1 で「支援授業は専門科目の簿記の授業に役立
った」と答えた学生数は、40 名（全体の約 78％）
であり、支援授業への一定の評価を得られた。 

Q2「支援授業の簿記で何が役に立ったか」を自由
記述で聞いたところ、「簿記の言葉」と答えた学生数

は、29名（漢字圏 12名・非漢字圏 17名）で、漢
字圏、非漢字圏ともに一番多かった。 

Q3 で「支援授業でもっと勉強したかったこと」
を自由記述で聞いたところ、「言葉」と答えた学生数

は、11名（漢字圏 3名・非漢字圏 8名）であり、漢
字圏よりも非漢字圏の学生の方が「言葉」の学習を

より多く希望しているのがわかった。 
Q4「実際に専門科目として「簿記」を受講した際、
何が難しい・大変か」という問いに対しては、「専門

用語」と答えた学生数は、26名（漢字圏 9名・非漢
字圏 17 名）であった。専門科目の簿記を受講する
際は、非漢字圏だけでなく、漢字を使い慣れている

漢字圏の学生であっても、簿記の専門用語習得に難

しさを感じていることがわかった。

また、簿記の専門教員とは、2016年後期に支援授
業の内容や使用テキストについて共有した。簿記の

教員からは、支援授業で勘定科目などの漢字の読み

を教えていることは助かると意見があったことから、

日本語教師による簿記の支援授業は、専門用語の習

得の面で専門科目の助けになると判断できた。

 
４．おわりに

2016年度入学生の簿記 3級合格者は、2017年 10
月時点で 5名（161名履修）である。簿記の検定試
験は計算に関する問題も出題されるため、用語の習

得だけでは十分ではない。しかし、今回のアンケー

ト結果や簿記の教員の意見から、学生の出身が漢字

圏、非漢字圏にかかわらず、簿記の専門科目履修に

先行する形での、日本語教師による簿記の専門用語

習得の支援は意義があるといえる。

今後も、2017年度後期から行っている用語の習得
に特化した授業がどの程度効果的かを見るため、継

続して支援授業に取り組んでいきたい。 
（kuriki.kumi@a.mbox.nagoya-u.ac.jp） 

 

注

注 1 本授業を担当した日本語教師は、いずれも簿記資格

を所持していない。 

注 2 Quizletは、入力した内容をクイズ形式で学べたり、

単語帳として活用できたりする学習アプリである。 

参考文献

1) 国田清志：専門科目教育にかかわる留学生の日本語教
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表 1 アンケート結果

2016-2017年度支援授業受講生 51名

Q1. 支援授業は
役立ったか

はい 40 いいえ 11

Q2. 何が役立ったか 言葉 29：漢字圏 12／非
17 計算 2 仕訳 4
その他・未記入 16

Q3. 支援授業でもっと
勉強したかった

こと 複数回答

言葉 11：漢字圏 3／非 8
計算 9) 仕訳 2
なし 5 その他 9
未記入・無効 19

Q4. 専門科目「簿記」
で難しい・大変な

こと 複数回答

専門用語 26：漢字圏 9／
非 17 計算 21
その他 7
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１．はじめに（背景および目的）

発表者らが勤務する大学では、以前より留学生も

専門科目として「簿記」の授業が必修であった。さ

らに、2016年度入学生からは、留学生も簿記検定 3
級取得が卒業の要件となり、留学生の負担が増した。

そこで、2016年度より、専門科目の「簿記」を履修
する前段階として、1 年生が履修する日本語支援の
授業内で、日本語教師注1が簿記の概念や主な用語を

中心に教えることになった。 
留学生対象の簿記の授業に関する先行研究には国

田（2012）などがあるが、日本語教師による授業実
践を報告したものも含め先行研究の数が少なく、発

表者らも手探りの状態で現在も授業を行っている。

本発表では、日本語教師が留学生に簿記を教える際

の一助になると考え、授業の取り組みを報告する。 

２．授業実践

本節では2016年度～2017年度に行った授業内容
について対象、テキスト、時間を踏まえて報告する。 

 
◆対象 大学 1年生（経済学部、経営学部、法学部） 
入学時に日本語プレイスメントテストで上位クラ

ス（「留 1」）と下位クラス（「留 2」）の 2つに分け、
留 1は 1年生前期、留 2は 1年生後期に簿記支援を
受講し、それぞれ受講半年後に専門科目の簿記授業

を履修する。学生の国籍は、ベトナム、中国、ネパ

ールなどアジア中心である。 
◆テキスト 『マンガでわかる！はじめての簿記入

門』（西東社） 
◆時間 2016年度前期～2017年度後期の日本語支
援授業（1コマ／週）内の 40分程度（×各学期 15
週） 
当初 2016年度前期 、テキストを元に作成したハ
ンドアウトを用い、簿記の概念、専門用語の漢字の

読みや意味、仕訳の事例などを扱ったが、これらを

紙面のみで学習したことにより、学生の視線は下が

りやすく常に受動的な授業姿勢になることが多かっ

た。そのため、学習内容の理解補助としてパワーポ

イント（PPT）を利用した教材を作成し導入した結
果 2016年度後期 、必然的に顔を上げ、必要に応じ
てメモを取る学生が増えた。 
その後 2017年度前期 、専門用語が一層理解しや
すくなるよう PPT 教材の中に決算書や株券などの
見本写真を加え、学習内容の理解定着を図った。学

生は能動的な取り組みができるようになってきたが、

2017 年度後期には履修する学生らの日本語能力の
問題から仕訳の事例などは扱わず、専門用語 100
語 が理解できることを最優先として学ぶことにし

た。授業ではテキストを元に作成した PPT のみで
用語を導入しハンドアウトにまとめる方法をとった。

毎回の授業で学生は各自学習用語の単語帳を作成し、

自宅学習に役立てられるよう工夫した。さらに確認

テストを行うにあたり、教師がテスト範囲の漢字の

※ 名古屋大学大学院国際言語文化研究科博士後期課程 
※ 名古屋経済大学経営学部非常勤講師 
※ 名古屋経済大学経済学部准教授 
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Quizlet 注2を作成し、全員で共有した。 

 
３．結果および考察

2017 年 12 月に、2016 年度に支援授業を受講し
た学生の一部と、2017年度前期に受講した学生の一
部、合計 51名（漢字圏（中国）26名、非漢字圏 25
名）に、支援授業の簿記の内容が専門科目の履修時

に役立ったかをアンケート調査した。アンケートを

実施した学生は、前述したように、専門用語以外に、

簿記の概念や仕訳の事例なども支援授業で学んだ。

アンケート結果は、表 1のとおりである。
Q1 で「支援授業は専門科目の簿記の授業に役立
った」と答えた学生数は、40 名（全体の約 78％）
であり、支援授業への一定の評価を得られた。 

Q2「支援授業の簿記で何が役に立ったか」を自由
記述で聞いたところ、「簿記の言葉」と答えた学生数

は、29名（漢字圏 12名・非漢字圏 17名）で、漢
字圏、非漢字圏ともに一番多かった。 

Q3 で「支援授業でもっと勉強したかったこと」
を自由記述で聞いたところ、「言葉」と答えた学生数

は、11名（漢字圏 3名・非漢字圏 8名）であり、漢
字圏よりも非漢字圏の学生の方が「言葉」の学習を

より多く希望しているのがわかった。 
Q4「実際に専門科目として「簿記」を受講した際、
何が難しい・大変か」という問いに対しては、「専門

用語」と答えた学生数は、26名（漢字圏 9名・非漢
字圏 17 名）であった。専門科目の簿記を受講する
際は、非漢字圏だけでなく、漢字を使い慣れている

漢字圏の学生であっても、簿記の専門用語習得に難

しさを感じていることがわかった。

また、簿記の専門教員とは、2016年後期に支援授
業の内容や使用テキストについて共有した。簿記の

教員からは、支援授業で勘定科目などの漢字の読み

を教えていることは助かると意見があったことから、

日本語教師による簿記の支援授業は、専門用語の習

得の面で専門科目の助けになると判断できた。

 
４．おわりに

2016年度入学生の簿記 3級合格者は、2017年 10
月時点で 5名（161名履修）である。簿記の検定試
験は計算に関する問題も出題されるため、用語の習

得だけでは十分ではない。しかし、今回のアンケー

ト結果や簿記の教員の意見から、学生の出身が漢字

圏、非漢字圏にかかわらず、簿記の専門科目履修に

先行する形での、日本語教師による簿記の専門用語

習得の支援は意義があるといえる。

今後も、2017年度後期から行っている用語の習得
に特化した授業がどの程度効果的かを見るため、継

続して支援授業に取り組んでいきたい。 
（kuriki.kumi@a.mbox.nagoya-u.ac.jp） 

 

注

注 1 本授業を担当した日本語教師は、いずれも簿記資格

を所持していない。 

注 2 Quizletは、入力した内容をクイズ形式で学べたり、

単語帳として活用できたりする学習アプリである。 
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表 1 アンケート結果

2016-2017年度支援授業受講生 51名

Q1. 支援授業は
役立ったか

はい 40 いいえ 11

Q2. 何が役立ったか 言葉 29：漢字圏 12／非
17 計算 2 仕訳 4
その他・未記入 16

Q3. 支援授業でもっと
勉強したかった

こと 複数回答
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１．はじめに 

2003年に始まった「日本コンソーシアム大学‐ベ
トナム・ハノイ工科大学ツイニング・プログラム（以

下、ハノイ TP）」はハノイ工科大学と日本の大学コ
ンソーシアムが共同で行うダブル・ディグリープロ

グラムである。ハノイ工科大学に入学したプログラ

ム学生は、日本語科目およびベトナム語による専門

基礎科目を 2年半学び、編入学試験を経て日本の大
学の工学部 3年次に編入する。ハノイ TPではベト
ナムでの 2年半を前半教育課程、日本の大学に編入
した後の 2年を後半教育課程と呼ぶ。 

本研究は、後半教育課程において、プログラム学

生が留学生活で困難を感じる場面や問題点を明らか

にし、前半教育課程において必要とされる教育につ

いて提案し、より質の高いカリキュラムやプログラ

ム運営につなげることを目的とする。 
 

２．調査方法 

本研究では、以下各①から③の協力者に対して 4
つの調査を行った。①すでに日本の大学に編入した

プログラム学生 27 名に対するアンケート調査と 3
名に対するインタビュー調査、②プログラム学生の

受け入れ先大学の日本人チューター2 名に対するイ
ンタビュー調査、③プログラム学生の受け入れ先大

学で、プログラム学生に研究指導を行った工学系専

門教員 2名に対するインタビュー調査である。アン
ケートは主に能力記述文による調査を行った。能力

記述文は、留学生活で日本語の使用が求められる 9
場面についてそれぞれ 2～7項目の文を提示し、「1
日本語でほとんどできない」から「5 日本語で問題
なくできる」の 5段階で回答する形式とした。イン
タビューは発表者が準備した質問をもとに半構造化

インタビューによって行った。 

 
３．結果および考察 

まず、プログラム学生に行ったアンケート調査の

結果について述べる。 

表 1は、能力記述文の 9つの日本語使用場面にお
ける自己評価の平均値である。全体で低い値を示し

た場面は「1.講義・ゼミ」「4．試験・課題」「3．
専門書・文献の読解」であり、これらは工学系の専

表１ 各日本語使用場面の平均値 

使用場面 平均値 

１．講義・ゼミ 3.44 

２．実験 3.66 

３．専門書・文献の読解 3.52 

４．試験・課題 3.44 

５．日本語での用語知識 3.59 

６．学内生活一般 3.72 

７．日本人の友達や先輩とのコミュニケ 

ーション 

3.84 

８．大学の先生とのコミュニケーション 3.54 

９．アルバイト先での上司，同僚との交流 3.95 

 
※1カンボジア日本人材開発センター 国際交流基金日本語  

専門家 
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門的な語彙や表現を含む日本語の聴解力と読解力、

文章表現力を必要とする場面である。またプログラ

ム学生に行ったインタビュー調査からは、プログラ

ム学生はハノイ工科大学で受けた教育と日本の大学

の教育との違いに気づき、ベトナム人学生や日本人

クラスメート、日本人チューターの支援を受けなが

ら自律学習を進め、日本の大学生活に慣れようとし

ていることがわかった。 

次に、日本人チューターへの調査結果である。日

本人チューターはプログラム学生とのコミュニケー

ション場面において、あいづちなど期待される反応

がある場合に日本語ができると判断していることが

わかった。プログラム学生が困難を感じ、チュータ

ーに相談する内容には履修登録や単位認定に関する

ものもあった。新入生に対して行われる説明会が編

入生には実施されないといった編入プログラム自体

の問題でもあり、日本人チューターは支援活動の中

で解決することは困難であると認識していた。この

ような問題は、受け入れ先大学のハノイ TP担当教
員や職員、受け入れ先の大学間で問題を共有し解決

方法を考える必要がある。 

最後に、工学系専門教員への調査結果である。工

学系専門教員は「専門用語がわかる」とは、母語と

日本語が結び付けられるだけでなく、単語や表現と

数式が結び付けられること、関連内容も理解するこ

とだとし、2 年半のハノイ TP 前半教育課程におい
て日本語で専門用語がわかるようになるまでの習得

は難しいと認識している。工学系の学部留学生に求

められるのは、研究室に所属し、自分で研究を行い

まとめられことである。研究実験を行う上で、最も

重要なのは「安全理解」であり、そのためには総合

的なコミュニケーション能力が重要であると認識し

ている。コミュニケーション不足により、安全性の

確保が認められず、実験への参加が許されなかった

ケースもある。安全確保という点で留学生に求めら

れるコミュニケーション力とは、日本語の会話能力

だけでなく、自分で勝手に行動しない、他人の話を

受け入れるといった広い意味を指している。 

研究室コミュニティの重要性については、これま

での研究でも指摘されている。実験装置へのアクセ

スに失敗した学生を調査したソーヤー（2010）は、
研究室という実践コミュニティへの参加のために、

第二言語使用の機会を促進する学習環境デザインが

必要だと述べている。しかし、安全理解という点か

らコミュニケーションの必要性について指摘してい

る研究は、管見の限り見当たらない。 

 

４．ハノイTP前半教育課程への提案と今後の課題 

ハノイ TP前半教育課程への提案として 3点述べ
る。①「既に行われている工学系専門教員による集

中講義の見直し」②「安全意識を高める教育の導入」

③「編入後の手続きに関するガイダンスの導入」で

ある。①では工学系教員による集中講義実施前に、

日本語教員は日本語の授業の中で、まとまった文を

聞いてポイントを押さえる方法等、講義理解のため

の方策を指導しておくことで、講義の理解を促すこ

とが可能であると考える。②についてであるが、安

全理解という点でもコミュニケーション力が重要で

あることを日本語教員も認識し日本語の授業を実施

するべきであろう。③は①と同様に、ガイダンスは

受け入れ先大学のハノイ TP担当が行い、日本語教
員は事前にガイダンス理解のための方策を教え、学

生の理解につなげる必要があると考える。 

今後の課題は「安全意識を高める教育の導入」に

あたり、日本の大学で実施される安全のガイダンス

等、安全への注意を喚起する際に使われる日本語を

調査し、専門教員と協議を行ったうえで、ハノイ TP
前半教育課程で教えておくべき言葉や表現を選定す

ること、研究室コミュニティにおける学生や教員間

とのコミュニケーションの実態について調査し、コ

ミュニケーションと安全性確保との関連を明らかに

することである。 

（kaorikojima68@gmail.com） 
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2003年に始まった「日本コンソーシアム大学‐ベ
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本研究は、後半教育課程において、プログラム学

生が留学生活で困難を感じる場面や問題点を明らか

にし、前半教育課程において必要とされる教育につ

いて提案し、より質の高いカリキュラムやプログラ

ム運営につなげることを目的とする。 
 

２．調査方法 

本研究では、以下各①から③の協力者に対して 4
つの調査を行った。①すでに日本の大学に編入した

プログラム学生 27 名に対するアンケート調査と 3
名に対するインタビュー調査、②プログラム学生の

受け入れ先大学の日本人チューター2 名に対するイ
ンタビュー調査、③プログラム学生の受け入れ先大

学で、プログラム学生に研究指導を行った工学系専

門教員 2名に対するインタビュー調査である。アン
ケートは主に能力記述文による調査を行った。能力

記述文は、留学生活で日本語の使用が求められる 9
場面についてそれぞれ 2～7項目の文を提示し、「1
日本語でほとんどできない」から「5 日本語で問題
なくできる」の 5段階で回答する形式とした。イン
タビューは発表者が準備した質問をもとに半構造化

インタビューによって行った。 

 
３．結果および考察 

まず、プログラム学生に行ったアンケート調査の

結果について述べる。 

表 1は、能力記述文の 9つの日本語使用場面にお
ける自己評価の平均値である。全体で低い値を示し

た場面は「1.講義・ゼミ」「4．試験・課題」「3．
専門書・文献の読解」であり、これらは工学系の専

表１ 各日本語使用場面の平均値 

使用場面 平均値 

１．講義・ゼミ 3.44 

２．実験 3.66 

３．専門書・文献の読解 3.52 

４．試験・課題 3.44 

５．日本語での用語知識 3.59 

６．学内生活一般 3.72 

７．日本人の友達や先輩とのコミュニケ 

ーション 

3.84 

８．大学の先生とのコミュニケーション 3.54 

９．アルバイト先での上司，同僚との交流 3.95 

 
※1カンボジア日本人材開発センター 国際交流基金日本語  

専門家 
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門的な語彙や表現を含む日本語の聴解力と読解力、

文章表現力を必要とする場面である。またプログラ

ム学生に行ったインタビュー調査からは、プログラ

ム学生はハノイ工科大学で受けた教育と日本の大学

の教育との違いに気づき、ベトナム人学生や日本人

クラスメート、日本人チューターの支援を受けなが

ら自律学習を進め、日本の大学生活に慣れようとし

ていることがわかった。 

次に、日本人チューターへの調査結果である。日

本人チューターはプログラム学生とのコミュニケー

ション場面において、あいづちなど期待される反応

がある場合に日本語ができると判断していることが

わかった。プログラム学生が困難を感じ、チュータ

ーに相談する内容には履修登録や単位認定に関する

ものもあった。新入生に対して行われる説明会が編

入生には実施されないといった編入プログラム自体

の問題でもあり、日本人チューターは支援活動の中

で解決することは困難であると認識していた。この

ような問題は、受け入れ先大学のハノイ TP担当教
員や職員、受け入れ先の大学間で問題を共有し解決

方法を考える必要がある。 

最後に、工学系専門教員への調査結果である。工

学系専門教員は「専門用語がわかる」とは、母語と

日本語が結び付けられるだけでなく、単語や表現と

数式が結び付けられること、関連内容も理解するこ

とだとし、2 年半のハノイ TP 前半教育課程におい
て日本語で専門用語がわかるようになるまでの習得

は難しいと認識している。工学系の学部留学生に求

められるのは、研究室に所属し、自分で研究を行い

まとめられことである。研究実験を行う上で、最も

重要なのは「安全理解」であり、そのためには総合

的なコミュニケーション能力が重要であると認識し

ている。コミュニケーション不足により、安全性の

確保が認められず、実験への参加が許されなかった

ケースもある。安全確保という点で留学生に求めら

れるコミュニケーション力とは、日本語の会話能力

だけでなく、自分で勝手に行動しない、他人の話を

受け入れるといった広い意味を指している。 

研究室コミュニティの重要性については、これま

での研究でも指摘されている。実験装置へのアクセ

スに失敗した学生を調査したソーヤー（2010）は、
研究室という実践コミュニティへの参加のために、

第二言語使用の機会を促進する学習環境デザインが

必要だと述べている。しかし、安全理解という点か

らコミュニケーションの必要性について指摘してい

る研究は、管見の限り見当たらない。 

 

４．ハノイTP前半教育課程への提案と今後の課題 

ハノイ TP前半教育課程への提案として 3点述べ
る。①「既に行われている工学系専門教員による集

中講義の見直し」②「安全意識を高める教育の導入」

③「編入後の手続きに関するガイダンスの導入」で

ある。①では工学系教員による集中講義実施前に、

日本語教員は日本語の授業の中で、まとまった文を

聞いてポイントを押さえる方法等、講義理解のため

の方策を指導しておくことで、講義の理解を促すこ

とが可能であると考える。②についてであるが、安

全理解という点でもコミュニケーション力が重要で

あることを日本語教員も認識し日本語の授業を実施

するべきであろう。③は①と同様に、ガイダンスは

受け入れ先大学のハノイ TP担当が行い、日本語教
員は事前にガイダンス理解のための方策を教え、学

生の理解につなげる必要があると考える。 

今後の課題は「安全意識を高める教育の導入」に

あたり、日本の大学で実施される安全のガイダンス

等、安全への注意を喚起する際に使われる日本語を

調査し、専門教員と協議を行ったうえで、ハノイ TP
前半教育課程で教えておくべき言葉や表現を選定す

ること、研究室コミュニティにおける学生や教員間

とのコミュニケーションの実態について調査し、コ

ミュニケーションと安全性確保との関連を明らかに

することである。 

（kaorikojima68@gmail.com） 
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『専門日本語教育研究』の投稿論文は 

どのような専門日本語を扱ってきたか 
What Kind of Technical Japanese Has Been Treated in 

 the Research Papers in “Journal of Technical Japanese Education”?  
 

中川 健司 
NAKAGAWA, Kenji 

 
キーワード：専門日本語、学術目的の日本語、職業目的の日本語 

Keywords: Technical Japanese, Japanese for Academic Purposes, Japanese for Occupational Purposes 
 

１．はじめに 

 大坪 1)は、「専門日本語教育」研究の目的は、「現

実の社会の中で日本語を使ってある目的を達成しよ

うとしている人々を支援する効果的な方法の開発」

であるとしているが、少子高齢化に伴う労働人口減

少などの社会状況を背景に介護や看護、家事支援な

ど新たに外国人が働き手として関わる分野が急速に

拡大している現在、これまで以上に専門日本語を対

象とした研究、実践が重要になっていると言える。

これまでも専門日本語教育のニーズはあったが、上

記のような社会的変化に直面している今、専門日本

語教育が置かれている状況も以前とは同じではなく、

今後予想される大きな変化に対応する必要があると

考えられる。そのためにも、専門日本語を研究対象

とする専門日本語教育学会として、これまで専門日

本語を対象とする研究にどのように取り組んできた

のかを振り返り、共有する時期にあるのではないだ

ろうか。 
 

２．研究目的・方法 

 本研究では、専門日本語教育学会がどのような専門

日本語を扱ってきたかを概観するという目的で、同学

会の学会誌『専門日本語教育研究(以下、学会誌）』創
刊号～第18号に掲載されている投稿論文（研究論文・
報告）計100本を対象に、①対象分野、②対象技能等、
③種別、つまり、どんな分野の、何を対象にした、ど

んな種別の研究なのかを調査した。学会誌の特集中の

論文等を含まず投稿論文のみを調査対象としたのは、

学会員が自発的に行った研究の成果である投稿論文

を見た方が、学会全体が扱った専門日本語の傾向を見

るのに適当だと考えられるからである。なお、本研究

では、この18年間の変化を見るために、全18号の学会
誌に掲載された投稿論文を、便宜的に第一期：創刊号

～第6号、第二期：第7号～第12号、第三期：第13号～
第18号の3つの時期に分け、それぞれの時期について、
前述の①～③を見てみた。 
 

３．調査結果 

３．１ 対象分野について 

 複数の分野を扱うものがあるため、学会誌の投稿論

文では、延べで109の分野を扱ってきたが、学術目的
のための日本語（以下、JAP: Japanese for Academic 
Purposes）に分類されるものがそのうち93と大部分を
占めている。また、JAPの中でも理工系に分類される
ものが50と半数以上にのぼる。職業目的のための日本
語（以下、JOP: Japanese for Occupational Purposes）
に分類される分野は、延べで14と、JAPに比べ少数で
あることに加え、第一期には全く見られなかった（初

めて見られるのは第二期の第10号であった）。しかし、
第三期に限って言うと、取り上げられた延べ35分野の
うちJOPのものが10と全体の3割を占めている(表１）。 
３．２ 対象技能等について 

 投稿論文には四技能を扱ったものが、延べ28件ある
が、そのうちライティングを扱ったものが13件、読解
を扱ったものが8件を占める。語彙、文型などの言語
的側面を対象としたものは52件あるが、その半数を語 

※1横浜国立大学国際戦略推進機構教授   

2018.3.2 

  
 

表１ 投稿論文の対象分野 

    1-6 7-12 13-18 計 

学

術 
目

的 

計 36  33  24  93  

理工系 26 19 5 50 

社会科学系 3 3 6 12 

人文科学系 2 1 3 6 

特定分野無 5  10  10  25  

職

業 
目

的 

計 0 4 10 14 

観光 0 1 2 3 

介護 0 1 4 5 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ全般 0 2 4 6 

その他 1 0 1 2 

総計  37  37  35  109  

 

表２ 投稿論文の対象技能等 

    1-6 7-12 13-18 計 

A.技能 
(28） 

A-1.読解 5 1 2 8 

A-2.ﾗｲﾃｨﾝｸﾞ 0 7 6 13 

A-3.聴解 1 1 0 2 

A-4.口頭能力 0 1 2 3 

A-5.その他 1 0 1 2 

B.言語 
(52) 

B-1.語彙 9 6 8 23 

B-2.漢字 3 2 1 6 

B-3.文型/表現 7 2 1 10 

B-4.文章構造 2 6 4 12 

B-5.談話構造 0 0 1 1 

C.言語

の使用

目的 

(45) 

C-1.論文 9 12 9 30 

C-2.口頭発表 1 2 5 8 

C-3.講義理解 0 0 2 2 

C-4.ﾉｰﾄﾃｲｸ 1 0 0 1 

C-5.その他 1 2 1 4 

D.教授

法・教

育体制 
(17) 

D-1.教育制度 1 0 3 4 

D-2.支援体制 4 2 1 7 

D-3.学習環境 0 1 0 1 

D-4.自律学習 0 2 0 2 

D-5.協働学習 0 1 1 2 

D-6.シラバス 1 0 0 1 

 

彙と漢字を扱ったものが占めている。また、学習、研

究活動を扱ったものが45件あったが、そのうち論文を

扱ったものが27件、口頭発表を扱ったものが8件と全

体の7割以上を占めている（表２）。 

３．３ 論文・報告の種別について 

 特定の分野で扱われている日本語に関する調査が

37.7%、学習者を対象とした調査が25.5%と、この2つ
で全体の6割以上を占める。また、教材開発、実践報

告がそれぞれ、17.0％、11.3%とこれに続いている。 
 

４．考察 

 専門日本語教育学会HPの「会長挨拶」に「『専門

日本語教育研究会』として活動を始めた90年代後半、

主たる関心は、急増する留学生に対応し、彼らが実り

ある学生生活を送って所期の目的を達成できるよう

にするにはどのように支援したらいいかということ

でした2)」とあるが、３．１、３．２で見た対象分野

や対象技能等からも、その関心を反映した形で研究が

行われていたことがわかる。第一期の対象分野や対象

技能等を見ると、留学生のための専門日本語教育とい

うことで、留学生の就学を支援するJAPに関心が集中

し、その中でも理工系で求められる、論文の作成や内

容理解、口頭発表への支援が研究の中心になっている

ことが見て取れる。 
 一方で、第二期以降JOPに関する研究が増えている

ことから、社会的なニーズを基に、当初の留学生の就

学を支援するという方向性に加えて、職業目的の日本

語というもう一つの軸が生まれたと考えられる。冒頭

に述べたように、外国人人材が就労する職種は今後増

大していく可能性が高い。その意味で、JOPの重要性

は更に高まると考えられ、JOPを対象とする投稿論文

は今後も一定の割合を占めると予想される。 
（kaigokanji@gmail.com） 
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記のような社会的変化に直面している今、専門日本

語教育が置かれている状況も以前とは同じではなく、
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んな種別の研究なのかを調査した。学会誌の特集中の
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３．１ 対象分野について 

 複数の分野を扱うものがあるため、学会誌の投稿論

文では、延べで109の分野を扱ってきたが、学術目的
のための日本語（以下、JAP: Japanese for Academic 
Purposes）に分類されるものがそのうち93と大部分を
占めている。また、JAPの中でも理工系に分類される
ものが50と半数以上にのぼる。職業目的のための日本
語（以下、JOP: Japanese for Occupational Purposes）
に分類される分野は、延べで14と、JAPに比べ少数で
あることに加え、第一期には全く見られなかった（初

めて見られるのは第二期の第10号であった）。しかし、
第三期に限って言うと、取り上げられた延べ35分野の
うちJOPのものが10と全体の3割を占めている(表１）。 
３．２ 対象技能等について 

 投稿論文には四技能を扱ったものが、延べ28件ある
が、そのうちライティングを扱ったものが13件、読解
を扱ったものが8件を占める。語彙、文型などの言語
的側面を対象としたものは52件あるが、その半数を語 

※1横浜国立大学国際戦略推進機構教授   

2018.3.2 

  
 

表１ 投稿論文の対象分野 

    1-6 7-12 13-18 計 

学

術 
目

的 

計 36  33  24  93  

理工系 26 19 5 50 

社会科学系 3 3 6 12 

人文科学系 2 1 3 6 

特定分野無 5  10  10  25  

職

業 
目

的 

計 0 4 10 14 

観光 0 1 2 3 

介護 0 1 4 5 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ全般 0 2 4 6 

その他 1 0 1 2 

総計  37  37  35  109  

 

表２ 投稿論文の対象技能等 

    1-6 7-12 13-18 計 

A.技能 
(28） 

A-1.読解 5 1 2 8 

A-2.ﾗｲﾃｨﾝｸﾞ 0 7 6 13 

A-3.聴解 1 1 0 2 

A-4.口頭能力 0 1 2 3 

A-5.その他 1 0 1 2 

B.言語 
(52) 

B-1.語彙 9 6 8 23 

B-2.漢字 3 2 1 6 

B-3.文型/表現 7 2 1 10 

B-4.文章構造 2 6 4 12 

B-5.談話構造 0 0 1 1 

C.言語

の使用

目的 

(45) 

C-1.論文 9 12 9 30 

C-2.口頭発表 1 2 5 8 

C-3.講義理解 0 0 2 2 

C-4.ﾉｰﾄﾃｲｸ 1 0 0 1 

C-5.その他 1 2 1 4 

D.教授

法・教

育体制 
(17) 

D-1.教育制度 1 0 3 4 

D-2.支援体制 4 2 1 7 

D-3.学習環境 0 1 0 1 

D-4.自律学習 0 2 0 2 

D-5.協働学習 0 1 1 2 

D-6.シラバス 1 0 0 1 

 

彙と漢字を扱ったものが占めている。また、学習、研

究活動を扱ったものが45件あったが、そのうち論文を

扱ったものが27件、口頭発表を扱ったものが8件と全

体の7割以上を占めている（表２）。 

３．３ 論文・報告の種別について 

 特定の分野で扱われている日本語に関する調査が

37.7%、学習者を対象とした調査が25.5%と、この2つ
で全体の6割以上を占める。また、教材開発、実践報

告がそれぞれ、17.0％、11.3%とこれに続いている。 
 

４．考察 

 専門日本語教育学会HPの「会長挨拶」に「『専門

日本語教育研究会』として活動を始めた90年代後半、

主たる関心は、急増する留学生に対応し、彼らが実り

ある学生生活を送って所期の目的を達成できるよう

にするにはどのように支援したらいいかということ

でした2)」とあるが、３．１、３．２で見た対象分野

や対象技能等からも、その関心を反映した形で研究が

行われていたことがわかる。第一期の対象分野や対象

技能等を見ると、留学生のための専門日本語教育とい

うことで、留学生の就学を支援するJAPに関心が集中

し、その中でも理工系で求められる、論文の作成や内

容理解、口頭発表への支援が研究の中心になっている

ことが見て取れる。 
 一方で、第二期以降JOPに関する研究が増えている

ことから、社会的なニーズを基に、当初の留学生の就

学を支援するという方向性に加えて、職業目的の日本

語というもう一つの軸が生まれたと考えられる。冒頭

に述べたように、外国人人材が就労する職種は今後増

大していく可能性が高い。その意味で、JOPの重要性

は更に高まると考えられ、JOPを対象とする投稿論文

は今後も一定の割合を占めると予想される。 
（kaigokanji@gmail.com） 
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